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中国民事裁判における独立した
請求権のない第三者の訴訟参加（２）

── 手続と実体の狭間でゆれる民事訴訟 ──

武　　　鴻　雁

論　　　説
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第三章　制度の運用と機能

　本章では具体例を取り上げ、実務では独立した請求権のない第三者の
訴訟参加制度がどのような場面で使われ、いかなる機能を果たしている
かを明らかにする。
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　前述のように独立した請求権のない第三者の訴訟参加は第三者の申請
参加と法院の通知参加という二つの方式がある。申請参加の第三者を「補
助型第三者」、法院通知参加の第三者を「被告型第三者」と呼ぶ学説が
ある1。56条２項の規定の下で、「補助型第三者」の訴訟参加は理論的に
ありうるが、入手した裁判例に限っていうと、そのような例は見られな
い2。実際に、「補助型第三者」訴訟参加のケースがあるかどうかは不明
である。少なくとも、56条２項における第三者が自ら申請して訴訟参加
できるという規定は、実務であまり機能していないといえよう。
　ゆえに、本章は法院通知参加、すなわち「被告型第三者」の訴訟参加
の事例のみを検討の対象とする。確かに、実務では、法院通知により訴
訟に参加する第三者が常に民事責任を負うよう判決される。しかし、法
院通知参加の第三者がすべてのケースにおいて民事責任を負うよう判決
されるわけではない。第四節ではそのようなケースをも検討する。
　法院通知参加といっても、法院が自らの判断で第三者を訴訟に参加さ
せるケースや、原告もしくは被告が人民法院に対して第三者を訴訟に参
加させるよう申請し、法院がそれに基づいて、第三者を訴訟に参加させ
るケースがある。それは制度の運用と機能に直接にかかわることである
ため、具体例を挙げるとき、第三者がどのような形で訴訟に参加したか
を明記する。
　以下ではすでに公表された判例集3、および「北大法意」というインター
ネット上のサイト4で入手した独立した請求権のない第三者訴訟参加の
裁判例をいくつかの類型に分けて、それぞれを検討する。

1 張衛平『民事訴訟法教学案例』（法律出版社、2005年）61-67頁参照。
2 中国では、裁判例には一般的に法的拘束力はない。そして、すべての裁判例
は公表されるわけではない。1991年から、裁判例の一部が判例集の形で公表さ
れるようになったが、すべての裁判例を調べることはまだ不可能である。独立
した請求権のない第三者を「補助型第三者」と「被告型第三者」に分けた学者
の論文でも「補助型第三者」訴訟参加の例は挙げられていない。
3 最高人民法院応用法学研究所編『人民法院案例選』（1991年創刊、年四回発行）
などの判例集。
4 中国北京大学が作ったウェブサイトである。サイトには、各級人民法院の判
決書が数多く掲載されている。
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　裁判例は、基本的に独立した請求権のない第三者訴訟参加制度の運用
と機能について検討し、法院の事実認定と実体法の適用の当否に触れな
いことにする。ただし、判決で適用された法律の条項を脚注で示す。

第一節　「被告型第三者」――求償型

　ここで、被告が原告に敗訴して判決どおりの義務を履行すれば、それ
に基づいて第三者に求償・損害賠償その他一定の請求をなし得る場合、
法院通知で第三者が訴訟に参加するケースを求償型とする。

一．契約履行を求める訴訟
（一）売買契約履行をめぐる紛争5

（河北省衡水地区中級人民法院1994年７月14日判決）
　原告Ｘ　中化河北進出口会社
　被告Ｙ　河北省衡水地区化工出口会社
　第三者Ｚ　山東省淄川製薬会社（法院がＸの申請に基づいてＺを訴訟
に参加させた）
　【事実の概要】1994年３月29日にＹとＺとは売買契約を結び、「ＺがＹ
に９トンのテラマイシン BP88を提供する。テラマイシン BP88は単価
が7.3万元 / トンであり、代金の合計は65.7万元である。４月にＹがＺに
すべての代金を支払い、６月にＺがＹにテラマシンを引き渡す」と決め
た。４月19日に、Ｙが契約の通りにＺに代金の65.7万元を支払った。同
年４月23日に、ＸとＹとは売買契約を結び、「ＹがＸに９トンのテラマ
イシン BP88を提供する。テラマイシン BP88は単価が7.7万元 / トンで
あり、代金の合計は69.3万元である。６月30日前に、ＹがＸにテラマシ
ンを引き渡す。契約を結んだ直後にＸがＹに代金の69.3万元を支払う。
Ｙは、契約の通りにテラマシンを引き渡さない場合に、賠償責任を負う」
と決めた。その後、ＸはＹに代金の69.3万元を支払った。同年５月30日に、
ＺはＹにテラマイシンの単価を２万元値上げすると告知した。ＹはＺに

5 「中化河北進出口公司与河北省衡水地区化工出口公司」http://www.lawyee.
net/Case/Case_Data.asp?RID=34151&KeyWord=
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値上げしないように求めたが、両者は合意できず、ＺはＹが値上げに同
意しないと契約を履行できないと明言した。そのため、ＹはＸに、Ｚが
テラマシンの単価を２万元値上げしたことが原因で、Ｘとのテラマイシ
ン売買契約を履行できなくなったことを告知した。
　【訴訟】1994年６月21日に、ＸはＹを被告として河北省衡水地区中級
人民法院へ訴訟を提起した。
　〈原告の請求〉７月31日までに、Ｙは契約を履行し、テラマイシンを
引渡せ。Ｙが期限内に契約を履行しない場合は、損失を賠償せよ。
　〈被告の抗弁〉Ｘとの契約を履行できない原因はＺによる代金値上げ
である。Ｚから契約通りにテラマイシンを提供されないかぎり、Ｘとの
契約を履行することはできない。
　〈Ｚの抗弁〉Ｘとの間に契約関係がないため、第三者として訴訟に参
加させるべきではない。ＹがＸとの契約を履行できないことについてＺ
は責任を負うべきではない。また、Ｙとの契約を結んだ後、国家が農産
品の価格を値上げして、テラマイシンの原料の値段は契約前より大幅に
上昇した。テラマイシンを値上げしないと、大幅な欠損を出す。
　【判旨】民事訴訟法56条２項、経済契約法17条３項6、32条7に従い、次

6 経済契約法17条３項「生産物の価格は、各級の物価主管部門の規定する価格
（国家の公定価格・変動価格を含む）に照らして決定する。政策上協議価格が
許可されるものは、価格は当事者が協議し決める。国家の公定価格で実施する
場合、契約に規定する納入期限内において国家が価格調整をしたときは、納入
時の価格に基づきそれを建値とする。期限を過ぎて納入し、価格が上がってい
るときは、もとの価格に基づき実施する。価格が下がったときは、新しい価格
に基づき実施する。期限を過ぎて貨物を出荷あるいは期限を過ぎて支払い、価
格が上がっているときは、新しい価格に基づき実施する。価格が下がったとき
は、元の価格で実施する。変動価格・協議価格で実施するときは、契約に規定
する価格に基づき実施する。」
7 経済契約法32条「当事者の一方の故意あるいは過失により、経済契約の履行
不能あるいは完全な履行不能をもたらしたときは、故意あるいは過失のある一
方が違約責任を引き受ける。双方の故意あるいは過失に属すときは、実際の状
況に基づき、双方がそれぞれ各自がおうべき違約責任を引き受ける」。ちなみに、
経済契約法法は1981年に制定され、1982に施行されたものであり、社会主義型
契約法である。経済契約とは旧ソ連から継受された概念で、主に社会主義公有
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の判決を下す。1994年７月31日までに、ＺはＹとの契約の通りにテラマ
シンをＹに引渡し、ＹはそれをＸに引渡せ。期限内に、Ｚ、Ｙが契約を
履行しなかった場合、ＹがＸに代金69.3万元を返還することに加えて、
違約金34,650元を支払い、さらに65,350元を賠償し、ＺがＹに代金65.7
万元を返還することに加えて、違約金34,650元を支払い、さらに101,350
元を賠償せよ8。
　【判決理由】本件は転売契約をめぐる紛争である。Ｘ・Ｙ間とＹ・Ｚ
間の契約は有効である。Ｚは直接Ｘと契約を結んでいないが、Ｙとの契
約を履行するかどうかはＸ・Ｙ間の契約の履行に関わりがある。よって、
Ｚは事件の処理結果と利害関係を有するため、第三者として訴訟に参加
しなければならない。ＺがＹとの契約を履行し、ＹがＸとの契約を履行
すべきである。経済契約法35条9の規定に従い、契約不履行の場合には、
契約の相手方に違約金を支払い、さらに賠償しなければならない10。

図２

制組織間で国家計画の実現を目的として締結される契約を指し、国家の経済計
画と直接関連しない通常の民事契約とは原理的に区別される。1999年契約法が
採択され、経済契約から民事契約への転換が実現された。これで中国の契約法
は完全に私法になった。木間正道・鈴木賢・高見澤磨・宇田川幸則『現代中国
法入門（第四版）』（有斐閣、2006年）149-151頁参照。
8 判決書には違約金と賠償額を何に基づいて決めたかが書かれていない。
9 経済契約法35条「当事者の一方が経済契約に違反したときは、相手方に違約
金を支払うべきである。違約により相手方にもたらした損失がすでに違約金を
超過しているとき、さらに賠償を行い、違約金で不足する部分を賠償すべきで
ある。相手方が契約の履行の継続を要求するときは、履行を継続するべきであ
る。」
10 判決における違約金と賠償額は何に基づいて決められたのかについて、判
決書には書いてない。
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　【分析】図２で示したように、本件では、ＸはＹに対して売買契約の
履行、また不履行の際の損害賠償を求めて訴訟を提起した。法院はＸ・
Ｙ間とＹ・Ｚ間の二つの契約が転売契約であり、ＺがＹとの契約を履行
するかどうかはＹがＸとの契約を履行できるかどうかに関わりがあると
判断した上で、Ｘの請求に基づいて、Ｚを訴訟に参加させた。そして、
Ｙ、Ｚに対してそれぞれ契約履行、または不履行の際の代金返還、賠償
について判決を下し、Ｘ・Ｙ間の訴訟とＹ・Ｚ間に起こりうる紛争を一
回で処理した。
（二）社債の引き受け代金の支払いをめぐる紛争11

　Ⅰ一審（成都市中級人民法院1998年10月20日判決）
　原告Ｘ　成都市信託投資株式会社
　被告Ｙ　四川省証券株式会社
　第三者Ｚ　四川省新潮コンピューター企業集団（法院が自らの判断で
Ｚを訴訟に参加させた）
　【事実の概要】1994年11月25日に、ＺはＹと契約を締結し、「ＹがＺの
社債500万元を一手に販売する。年利は12.5％とする。1995年11月27日に、
Ｚが社債の引き受け代金（元本・利息）562.5万元をＹに支払う」と決めた。
そして、1994年11月29日に、ＹはＸと契約を締結し、「ＸがＺの社債200
万元を販売し、年利を12.5％とする。1994年11月30日にＸが社債の代金
をＹに渡し、ＹがＸに手数料2.6万元を支払う。1995年11月30日にＹが
社債の引き受け代金（原本・利息）225万元をＸに支払う」と決めた。
1995年11月29日になって、Ｚが満期になった社債の引き受け代金を支払
えなかったため、Ｙは「95年12月12日前にそれをＹに支払い、月利を1.5％
とする」という承諾書をＸに交付した。Ｚも同じような承諾書をＹに交
付した。1995年12月30日から1996年２月までの間に、Ｙは150万元をＸ
に支払ったが、残りの75万元と利息は支払わなかった。
　【訴訟】1997年11月24日に、ＸはＹを被告として成都市中級人民法院
へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉ＹはＸに対して75万元と利息を支払え。

11 最高人民法院応用法学研究所編『人民法院案例選　1999年第４集』（時事出
版社、2000年）245-249頁参照。
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　〈Ｙの抗弁〉Ｚは企業社債の発行者であるため、ＺはＸに対して社債
の引き受け代金を支払うべきである。
　〈Ｚの抗弁〉Ｙとの契約に基づき、Ｙに社債の引き受け代金を支払う
べきであるが、現在破産手続を行っており、Ｙに引き受け代金を支払う
能力を持たない。
　【判旨】最高人民法院「法経103号返答」12に従い、ＺはＸに75万元と
利息を支払え。ＸのＹに対する請求棄却。
　【判決理由】Ｚが社債の発行者としてＸに引き受け代金を支払う義務
を有する。
　Ⅱ二審（四川省高級人民法院、1999年５月31日判決）
　Ｘは「Ｙとの間にＺの社債の売買契約を結んだだめ、債権債務関係を
有する。Ｙは契約の通り、Ｘに社債の引き受け代金を支払うべきである。
社債は直接にＺから購入した物ではないため、最高人民法院「法経103
号返答」を適用すべきではない」という理由で四川省高級人民法院へ上
訴し、一審判決を破棄し、改めて判決すべきだと請求した。
　【判旨】民事訴訟法153条１項１号13に従い、上訴棄却、原判決維持。
　【判決理由】ＸはＺの社債の持ち主である。ＸはＹに対して、Ｚの社
債の引き受け代金の支払いを請求できない。

12 最高人民法院「法経103号返答」とは1994年４月に最高人民法院経済廷が企
業社債を販売する金融機関には企業社債発行者としての債務履行の義務がある
かどうについて中国人民銀行の問い合わせに対する返答である。「法経103号返
答」には「企業の社債とは企業が法的手続に従い、約定の期限までに元本と利
息を償還する有価証券である。企業社債の発行者は社債の持ち主に約定の期限
までに社債の受取代金を支払う義務を負う。金融機関は企業社債の発行者と契
約して、企業社債を一手に販売する場合に、企業社債の発行者は金融機関の民
事法律行為について民事責任を負うべきである。そのため、企業社債の発行者
は社債の持ち主に約定の期限までに社債の受け取り代金を支払わなかった場合
に、社債の持ち主は企業社債の発行者に民事権利を主張すべきである」と書い
てある。
13 民事訴訟法153条１項１号「第二審人民法院は上訴事件に対して、審理を経
過し、以下に列記する状況に照らして、それぞれ処理する。（１）原判決が認
定した事実が明白であり、法律の適用が正確なときは、上訴棄却の判決を下し、
原判決を維持する。」
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図３

　【分析】判例集の編集者はこの裁判例について次のようにコメントした。
　「本件では、一審、二審法院は、最高人民法院『法経103号返答』に従
い、ＸはＹに対して社債の引き受け代金を請求できず、社債の発行者と
してのＺに対して請求すべきであると判決した」。「実際は、ＸはＹとの
間に社債の売買契約関係があり、Ｙに対して社債の引き受け代金の支払
いを求めることができる。また、『法経103号返答』に従い、Ｘは直接Ｚ
に対して社債の引き受け代金の支払いを求めることもできる。つまり、
ＸはＹ、Ｚ双方に対して訴えを提起することができる。ＸはＺに支払い
能力がないと考え、Ｙを被告として訴えを提起した。法院はＸの選択を
支持しなければならない」14。
　一審でも、二審でも、ＸはＹに対して社債の引受け代金の支払いを求
めたが、法院は断固としてそれを認めず、ＺがＸに引受け代金を支払え
と判決した。ＸはＹと契約を結んだ以上、Ｙに対して契約履行を請求で
きると考えられる。そして、ＹがＸの請求に応じてから、Ｚに対して契
約履行を求める訴えを提起することが可能である。本来なら、仮に法院
が最高人民法院「法経103号返答」に従い、ＸがＹに対して社債の引受
け代金の支払いを請求することができないと判断した場合、Ｘの請求を
棄却することになるだろう。その後、Ｘは改めてＺに対して訴えを提起
することが可能である。独立した請求権のない第三者訴訟参加制度の下
で、法院はＸの請求に拘束されず、Ｚを訴訟に参加させ、Ｚが民事責任
を負うよう判決した。訴訟手続を簡素化し、紛争を抜本的に処理するこ
とが制度の立法趣旨であるが、本件の場合は、Ｚに履行能力がないため、
この判決はＸの救済を実現しにくいのである。

二．契約履行に基づく損害賠償を求める訴訟

14 最高人民法院応用法学研究所編・前掲注11、253、255頁。
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（一）貨物運送契約・不当利得をめぐる紛争
　事例１15

　（天津市紅橋区人民法院1999年８月10日判決）
　原告Ｘ　天津市錦湖有限公司
　被告Ｙ　天津市汽車運輸六場
　第三者Ｚ　黒竜江省斉斉哈爾市樺斉輪胎経銷公司（法院がＸの請求に
基づいてＺを訴訟に参加させた）
　【事実の概要】Ｘは以前から何度もタイヤの運送をＹに委託していた。
1998年10月31日に、Ｘは、またＹに920本のタイヤを黒竜江省斉斉哈爾
市へ運送することを委託した。ＸからＹに交付された運送状には荷受人
が「斉斉津達」と書いてあり、荷受人の住所が書いてなかった。ＹもＸ
に荷受人の住所を確かめずにＸから提供された取引先一覧表によってタ
イヤをＺに引き渡した。その後、ＸはＹがタイヤを荷受人ではないＺに
引き渡してしまったことを知り、Ｚに対して、タイヤの返還を求めた。
ＺはＸに278本のタイヤと１万元を返還し、残りの104,787元分のタイヤ
を返還しなかった。
　【訴訟】1999年３月11日に、ＸはＹを被告として天津市紅橋区人民法
院へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙが誤ってタイヤをＺに引き渡したため、Ｘに損害が発
生したので、賠償責任を負うべきである。Ｙは、104,787元に相当する
タイヤもしくは代金を賠償せよ。
　〈Ｙの抗弁〉Ｘから提供された取引先一覧表によってタイヤをＺに引
き渡した。ＺがＸにタイヤを返還すべきである。
　【判旨】民法通則92条16、106条17、民事訴訟法13018の規定に従い、本判

15 「錦湖輪胎公司訴天津市汽運六場誤送輪胎給第三人致其不能収回貨款賠償損
失案」最高人民法院応用法学研究所編『人民法院案例選　2001年第４輯』（人
民法院出版社、2001年）149-154頁参照。
16 民法通則92条「合法的な根拠なく、不当な利益を取得し、他人に損失をも
たらしたとき、取得した不当な利益を、損失を受けた者に返還するべきである。」
17 民法通則106条「公民・法人が契約を違反し、あるいはそのほかの義務を履
行しないときは、民事責任を引き受ける。公民・法人が故意あるいは過失によっ
て国家・集団の財産を侵害したとき、他人の財産・人身を侵害したときは、民
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決が法的効力を生じてから30日以内にＺはＸに104,787元に相当するタ
イヤもしくは代金を返還せよ。Ｚが期限内に返還しなかった場合、Ｙは
Ｘに対し104,787元を賠償せよ。ＹはＸに賠償した後、Ｚに対して求償
する権利を有する。
　【判決理由】Ｚはタイヤを受け取った後、自分は荷受人ではないこと
を承知した上、Ｘにタイヤを返還しなかった。よって、タイヤもしくは
タイヤの代金を返還しなければならない。Ｙは荷受人の住所を確かめな
かったために、誤ってタイヤをＺに引き渡した。よって、Ｘに対して賠
償の責任を負うべきである。

　　　　　　　図４

　【分析】判例集の編集者は本件について次のようにコメントした。「Ｘ・
Ｙ間の運送契約とＺの不当利得とは、別々の法律関係である。しかし、
Ｚがタイヤもしくはタイヤの代金をＸに返還するかどうかは、Ｘ・Ｙ間
の紛争の処理に関連している。二つの法律関係を別々に審理し、ＹがＸ
に損失を賠償すると判決したら、その後、ＹがＺに対し求償することは
なかなか難しくなる。そのため、ＺはＸ・Ｙ間の訴訟結果と利害関係を

事責任を引き受けるべきである。故意あるいは過失はないが法律に民事責任を
引き受けるべきであると規定しているときは、民事責任を引き受けるべきであ
る。」
18 民事訴訟法131条「被告が召喚状により召喚されて、正当な理由がなく出廷
を拒み出廷しないときは、あるいは法定の許可を経ずに中途で退出したときは、
欠席のまま判決することができる。」
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有する第三者として訴訟に参加しなければならない。Ｚの訴訟参加に
よって、是非をはっきりと見分け、民事責任を負うべき者に民事責任を
負わせ、紛争を抜本的に処理し、当事者の権利・利益を保護することが
できる」19。つまり、Ｘ・Ｙ間の紛争を処理する人民法院はＹ・Ｚの間に
起こりうる求償訴訟に予め配慮しなければならないとされている。

　事例２20

　原告Ｘ　湖南省衡南県糧油貿易運輸会社貿易子会社
　被告Ｙ　長沙鉄路会社衡陽駅
　第三者Ｚ　湖南省衡陽県糧油貿易運輸会社（法院が自らの判断でＺを
訴訟に参加させた）
　訴外Ａ　天津市漢沽区晶宝農貿会社
　訴外Ｂ　斉斉哈爾駅議価糧油商店
　Ⅰ一審（長沙鉄路衡陽運輸法院、1996年７月15日判決）
　【事実の概要】1996年２月14日に、ＸとＡとは豆粕売買契約を結び、
ＸがＡから豆粕172トンを購入し、Ａに代金463,846元を支払うとした。
同年２月15日、２月16日、３月１日に、ＢはＡの代わりに三回に分けて
172トンの豆粕をＹ駅へ託送し、貨物運送の保証金額を33万元とした。
Ｂは託送手続を行っていたとき、荷受人を誤ってＸではなくＺと書いた。
同年２月27日、３月１日、３月11日に、豆粕はＹ駅に到着した。Ｙ駅は
運送状に書いてある荷受人Ｚに貨物受取催促状を送った。Ｚの職員はＹ
駅に行き、この豆粕についての受取書がまだ郵送されていないことを理
由として、「斉斉哈爾から託送された本社の豆粕がすでに到着した」と
書いてあり、Ｚの公印が押されてある手紙を提示した（普通は荷送人が
受取書を荷受人に郵送し、運送機関は受取書と引き換えに貨物を荷受人
に引き渡す）。Ｚの公印の社名は運送状に記されてある社名と一致して
いなかった。そして、Ｚの職員は受取手続に際し、荷受人の社名を含む

19 「錦湖輪胎公司訴天津市汽運六場誤送輪胎給第三人致其不能収回貨款賠償損
失案」・前掲注15、152頁。
20 「湖南省衡陽県糧油貿易運輸公司与湖南省衡南県糧油貿易運輸総公司、長沙鉄
路総公司」http://www.lawyee.net/Case/Case_Display.asp?RID=17572&KeyWord
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すべての記入事項につき、運送状と異なる記入をした。Ｙ駅はそれを承
知した上で、豆粕をＺの職員に引き渡し、Ｚからサービス、貨物の積卸
などの費用10,457元を受け取った。ＸはＹ駅に対して、豆粕が到着した
かどうかについて何度も問い合わせた。その後、Ｙ駅は豆粕を誤ってＺ
に交付したことに気づいた。そのとき、Ｚはすでに豆粕を売却していた。
　【訴訟】Ｘは長沙鉄路衡陽運輸法院へ訴えを提起し、Ｙに対して豆粕
の代金463,846元と、利息を賠償せよと請求した。
　【判旨】民法通則92条21、鉄路法17条１項２号22に従い、①ＺはＸに豆
粕の代金463,846元および利息14,446元を返還せよ。②ＹはＺのＸへの豆
粕代金の返還について連帯責任を負い、Ｘに豆粕代金の利息21,674元を
支払え。③訴訟費用の13,710元については、Ｙが8,226元、Ｚが5,617元
を負担せよ。
　【判決理由】Ｘは貨物の受取書を持っており、合法的な受取人である。
Ｚの職員がＹ駅で受取手続を行ったとき、受取書を提示せず、代わりに
提示した手紙の公印も運送状に記された受取人の社名と一致していな
かった。しかも、荷受人の社名を含むすべての記入事項が運送状と異なっ
ていた。Ｙはそれを承知した上で、貨物をＺに交付した。よって、Ｙは
Ｘに対して賠償責任を負うべきである。Ｚは貨物が自分の物ではないこ
とを知っていながら、不正手段で貨物を受取り、売却した。Ｚの行為は
不当利得であり、Ｘに貨物を返還し、Ｘの損失を賠償しなければならな
い。
　Ⅱ二審（広州鉄路運輸中級人民法院、1996年９月16日判決）
　Ｚは一審法院の判決を不服とし、上訴した。上訴理由は次の通りであ
る。①Ｘの貨物を管理・売却した行為は不当利得ではなく、事務管理23

21 民法通則92条・前掲注16。
22 鉄路法17条１項２号「鉄路運輸企業は貨物、小包、荷物の運送を引き受け
てから引き渡しまでの間に、紛失、部分的紛失、変質、汚染あるいは損傷が発
生した場合、賠償責任を負う。運送保証がついていない場合、実際の損失を賠
償する。ただし、国務院主管部門によって規定された賠償額の上限におさえる。
損失が鉄路運輸企業の故意、あるいは重大の過失により生じた場合、賠償額の
上限の規定は適用せず、実際の損失を賠償する。
23 民法通則93条「法定あるいは約定の義務がなく、他人の利益が損失を受け
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である。一審法院の不当利得の認定は不当である。Ｘは事務管理の受益
者として、事務管理から生じた運輸、保管、積みおろしなどの費用を支
払うべきである。Ｂが荷受人を誤記したことが、貨物が誤って引き渡さ
れた原因であるため、Ｘに対する賠償責任はＢが負わなければならない。
②Ｚを独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させるべきではな
い。本件係争の172トンの貨物は、Ｚが保管した174トンの貨物とは違う
ものである。そのため、ＺはＸ・Ｙ間の訴訟結果と利害関係を有しない。
一審法院がＺを独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させた行
為は、民事訴訟法56条２項に違反する。
　【判旨】民法通則92条24、鉄路法17条１項２号25、民事訴訟法153条１項
２号26の規定に従い、①原審判決①を取り消す。ＺはＸに豆粕の代金
453,389元を返還せよ（これは豆粕の代金463,846元からＺが貨物を受け
取ったときＹに支払った費用10,457を差し引いた差額である）。また、
ＺはＸに豆粕代金の利息26,407元を支払え。②原審判決②を変更する。
ＹはＺの代金返還および利息の支払いに連帯責任を負え。
　【判決理由】Ｘは豆粕の荷受人である。Ｚが貨物を受取り、売却した
行為は事務管理ではなく、不当利得である。ＺはＸに貨物を返還し、Ｘ
の損失を賠償しなければならない。Ｚの「本件の係争物と保管した貨物
とは違うものである」という上訴理由は成立しない。また、Ｂが荷受人
を誤記したことは本件の紛争と直接利害関係がないため、Ｂは賠償責任
を負うべきではない。ただし、Ｚが貨物の受取に支払った費用はＸが負
担すべきである。
　【分析】事例１と同様、Ｘは貨物運送契約に基づき、Ｙに対して損害
賠償を求める訴えを提起した（事例１と異なり、訴訟を提起したのは荷
送人ではなく、荷受人でる）。本来ならば、法院がＸの請求に基づき、

るのを避けるために管理あるい奉仕を行ったときは、受益者に対し、それに支
出した必要な費用の支払いを要求する権利を有する。」
24 民法通則92条・前掲注16。
25 鉄路法17条１項２号・前掲注22。
26 民事訴訟法152条１項２号「第二審人民法院は上訴事件に対して、審理を経
過し、以下に列記する状況に照らして、それぞれ処理する。（２）原判決の法
律の適用に誤りのあるときは、法により判決を改める。」
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Ｙに対してＸの損失を賠償せよ、と判決したあと、ＹはＺに対して求償
訴訟を提起することが可能である。しかし、法院はＸ・Ｙ間の訴訟と関
連するＺを悪者として見逃すようなことをしてはいけないと考え、結局
ＺがＸに不当利得分を返還し、Ｙがその返還について連帯責任を負うよ
う判決した。一審、二審法院の判断は基本的に同じである。
（二）種の瑕疵に起因する損害賠償請求
　事例１27

　（石首市人民法院、1998年７月28日決定）
　原告Ｘ：湖北省石首市滑家当鎮505世帯の村民
　被告Ｙ：湖北省石首市滑家当鎮の種供給所
　第三者Ｚ：湖南省水稲研究所（法院が自らの判断でＺを訴訟に参加さ
せた）
　【事件の概要】1998年２月にＹはＺから購入した「湘花一号」という
早稲の種10,080キロをＸの505世帯に別々に販売した。農民たちはＺか
ら提供された栽培技術に関する資料の通りに、1,344アール請負責任の
水田で早稲を栽培していた。だが、穂が出そろわない問題、および早熟
の問題が起こった。これについて、ある市農業局の高級農芸師は次のよ
うな事実を確かめた。農民たちが栽培していた早稲の１アール当たりの
生産高は240.7キロしかない。それは資料で提供された１アール当たり
の最低生産高のデータより209.3キロ少ない。減産損失は18万元に達す
る。また、調査によって、ＺがＹに販売した10,080キロの「湘花一号」
という早稲の種はごく狭い範囲に限られて栽培されているテスト中の種
類であり、省の農作物品種査定委員会の査定手続をまだ経ていなかった。
　【訴訟】ＸはＹを被告として市人民法院へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉1998年２月に、Ｙから「湘花一号」という種を購入し、
提供された資料に照らして「湘花一号」を栽培していた。だが、「湘花
一号」は資料で紹介されたデータ、特徴と違い、穂が出そろわない、ま
た早熟である、という問題が起こり、減産損失は18万元に達した。Ｙは

27 「第三人和代表人訴訟」劉晴・路沢君編『民事訴訟法実務与判例評析（下）』（中
国工商出版社、2002年）838-845頁、「席春林等村民訴滑家当鎮供種站購銷種子
損害賠償糾紛案」湯維建編『民事訴訟法案例分析』126-128頁参照。
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損失を賠償せよ。
　〈Ｙの抗弁〉Ｘに販売した種はＺから購入したものである。Ｘの損失
はＺが賠償すべきである。
　〈Ｚの抗弁〉Ｘが使った「湘花一号」種は新しい技術で育成した新し
い品種である。今年の気候は不順であったが、Ｘは気候不順の状況に対
応する措置をとらなかったため、減産の結果をもたらした。減産損失は
Ｘ自身が責任をとるべきである。
　【法院の判断】
　農作物の種の生産と経営活動は『種管理条例』および農業部が発布し
た『種管理条例農作物種の実施細則』の規定に従って、行わなければな
らない。『実施細則』33条は「合格審査の手続を経ていない、或いは審査
にパスしなかった品種の経営・生産普及・奨励の申し込み・広告をして
はならない」と規定している。また、40条１項は「商品としての種の生
産に対して、『種生産許可制度』を実施する」と規定している。Ｚは合
格審査手続を経ていない栽培テスト中の種を商品として生産し、しかも
二つの省に跨ってＹに販売した。これは、上述の規定に違反する行為で
あり、水稲減産の主な原因である。Ｚは主要な賠償責任を負うべきであ
る。ＹはＺから種を購入するとき、査定および『種生産許可』の確認を
怠った。そのため、ＹはＸの減産損失について過失があり、副次的責任
を負うべきである。
　【訴訟の取下げ】法院が事実を認定した後、Ｘ、Ｙ、Ｚは「ＹはＸに
４万元を賠償し、ＺはＸに６万元を賠償し、Ｘは訴えを取り下げる」と
和解した。ＸはＹ、Ｚから賠償を受けた後、人民法院に対して、訴訟の
取下げを申請した。
　【法院の決定】法院はＸの申請を審査した上で、民事訴訟法の131条１
項28の規定に従い、1998年７月28日にＸによる訴訟の取下げを許諾し、
受理費2,550元をＸに負担させるとした。また、Ｙ、Ｚが『種管理条例

28 民事訴訟法131条１項「判決前に、原告が訴訟の取り下げを申請したときは、
許諾をするか否かを、人民法院が決定する。人民法院が訴訟の取り下げを許諾
しない決定したときは、原告は召喚状により召喚されて、正当な理由なしに出
廷を拒み出廷しないときは、欠席のまま判決できる。」
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農作物種の実施細則』73条、75条の規定に違反し、合格審査手続を経て
いない種を経営して、Ｘに重大な経済的損失をもたらしたことにつき、
民法通則の134条に従い、Ｙ、Ｚの違法行為に対して民事的制裁29を加
える。Ｚの種の販売で得た不法的収入の１万元を没収し、Ｚに対して
5,000元の罰金を課し、Ｙに対して3,000元の罰金を課する。
　【分析】本件では、ＹはＺから種を購入し、そしてその種をＸに転売
した。Ｘは種に瑕疵があるという理由でＹに対して損害賠償を求める訴
訟を提起したところ、法院はＺを訴訟に参加させ、ＺがＸの損失に対し
て主な責任を負うべきであると判断した。訴訟はＸ、Ｙ、Ｚの和解で終
了したが、やはり、ＸがＺに訴訟を提起していないにもかかわらず、法
院はＺに対して判決しようとしていた。

　事例２30

　Ⅰ一審（甘粛省玉門市酒泉地区中級人民法院、1995年７月17日判決）
　原告Ｘ　玉門市花海郷金湾村
　被告Ｙ　甘粛省酒泉市蔬菜種子会社
　第三者Ｚ　河南省鹿邑県中原農作物開発会社（法院がＹの申請に基づ
いてＺを訴訟に参加させた）
　【事実の概要】1994年３月に、ＸとＹとはトウモロコシ種の売買契約
を結び、「ＸがＹからトウモロコシの種を購入し、800アールでトウモロ
コシを栽培する。ＹはＸに栽培技術を提供し、１アール当たりの生産高

29 民法通則134条３項は「人民法院は民事事件を審理し、上述の規定の適用を
除く外に、さらに訓戒を与え・悔悟誓約書を書くことを命じ・不法活動に用い
た財産と不法所得の没収をすることができ、あわせて法律の規定に従い罰金・
拘留に処することができる」と規定している。中国では、紛争実態と紛争に対
する認識とは、民事的紛争から人死にところまで発展するものであるため、そ
れに対応する処理も、一本のさしものの上に、ここまでは民事的で、ここまで
は行政的で、ここから上は刑事的に大目盛りをふることができるといわれてい
る。高見澤磨「罪観念と制裁　中国におけるもめごとと裁きとから」柴田三千
雄ほか『シリーズ世界史への問い』第５巻（岩波書店、1990年）301頁以下参照。
30 「玉門市花海郷金湾村与甘粛省酒泉市蔬菜種子公司」http://www.lawyee.
net/Case/Case_Display.asp?RID=23534&KeyWord
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が350キロであることを保証する。Ｘがトウモロコシを収穫してから、
Ｙは２元 / １キロですべてのトウモロコシを買い付ける。種の瑕疵、栽
培技術によりＸに損失をもたらした場合、Ｙはすべての賠償責任を負う」
とした。ＹがＸに提供した種はＺから購入したものである。ＹがＸに提
供した種はＸの所在区域の気候に合わなかったため、トウモロコシは減
産し、Ｘに大きな損失をもたらした。
　【訴訟】1995年２月、ＸはＹを被告として、甘粛省玉門市酒泉地区中
級人民法院へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙはトウモロコシ減産損失577,850元を賠償せよ。
　〈Ｙの抗弁〉Ｘに提供したトウモロコシの種はＺから購入したもので
あるから、ＺがＸに対して、ある程度の賠償責任をも負うべきである。
　〈Ｚの抗弁〉ＹがＸとの契約の通りにＸの損失を賠償すべきである。
　【判旨】Ｘの実際の損失は338,325元である。そのうち、ＹがＸに
189,162を賠償し、ＺがＸに135,330元を賠償せよ。Ｘ自身が33,832元を
負担せよ。
　【判決理由】ＺはＸ、Ｙの所在地域の気候を調査せずに、合格審査手
続を行っていない種を、二つの省に跨ってＹに販売した。Ｘの損失につ
いて、Ｚはある程度の責任を負うべきである。Ｙは種をＸに提供したた
め、賠償責任を負うべきである。Ｘは新品種のトウモロコシの栽培につ
いて経験がない状況で、Ｙから種を購入し栽培した。Ｘ自身も減産損失
について責任を負うべきである。
　Ⅱ二審（甘粛省高級人民法院、1996年３月15日判決）
　Ｚは判決を不服とし、甘粛省高級人民法院へ上訴した。Ｚの上訴理由
は次の通りである。「原審は法定の手続に違反する。ＺはＸと契約関係
がないため、Ｘ・Ｙ間の訴訟結果と直接利害関係がない。よって、Ｚを
第三者として訴訟に参加させ、責任を負うよう判決するべきではない」。
　【判旨】上訴棄却、原審判決維持。
　【判決理由】民事訴訟法56条２項の規定に従い、ＺはＸ・Ｙ間の訴訟
と利害関係を有する。原審法院がＺを訴訟に参加させ、Ｚが民事責任を
負うと判決したことは民事訴訟法56条２項に適合し、不当ではない。
　【分析】本件は一審法院の56条２項違反という理由で上訴されたケー
スである。一審では、ＸはＹとの契約に基づき、Ｙに対する損害賠償を
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求める訴訟を提起した。しかし、法院はＹがＸに提供した種はＺから購
入したものであると判断した上で、Ｚを訴訟に参加させ、ＺもＸにある
程度の損失を賠償せよと判決した。Ｚは、Ｘ・Ｙの訴訟結果と利害関係
がないという理由で、Ｚを独立した請求権ない第三者として訴訟に参加
させてはならないと上訴したが、二審法院は56条２項における「利害関
係」について解釈しないまま、一審判決維持の判決を下した。
　実務では、法院は、職権で第三者を訴訟に参加させる理由について、
常に、第三者が原告・被告間の訴訟結果と利害関係を有するという一言
のみを述べる。「利害関係」を有するとは具体的にどういうことなのか、
どう解釈すればよいのかについては、ほとんど議論されていないのであ
る。
　本稿の一章で検討した「利害関係」についての学説の解釈を見ると、
多数説でも、少数説でも、本件のＺは独立した請求権のない第三者とし
て認められるであろう。
（三）保管契約に基づく損害賠償請求31

　Ⅰ一審（石河子市人民法院、1998年？月？日判決32）
　原告Ｘ　肖貴存
　被告Ｙ　石河子市工商行政管理局
　第三者Ｚ　石河子市警備サービス会社（法院が自らの判断でＺを訴訟
に参加させた）
　【事実の概要】1998年１月に、ＸはＹが設置した農産物貿易市場の出
店場所を賃借りし、タバコと酒の小売りの経営を行うようになった。Ｙ
に所属する農産物貿易市場は「市場の営業者は警備費用を納付する。農
産物貿易市場管理部門は警備員を当番に当たるよう手配して、閉店後の
時間帯に市場内の品物を保管することに責任を負う。同時間帯に市場内
の品物が盗まれた場合、状況を判断した上で賠償する」と規定しており、
Ｘは以上の規定に従い、Ｙに98年度の警備費用84元を支払った。Ｙは市
場の営業者たちから警備費を集め、Ｚと警備委託契約を結んだ。契約の

31 「新疆石河子市保安服務公司与肖貴存、石河子市工商行政管理局」http://
www.lawyee.net/Case/Case_Display.asp?RID=17268&KeyWord=
32 判決書には日付が書かれていない。
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11条で「農産物貿易市場内の商品が盗まれた場合、Ｙは直ちに警察に報
告しなければならない。三ヶ月以内に警察が事件を解決できない場合に、
Ｚは責任の程度に合わせて弁償する」と決めた。1998年３月１日の夜、
Ｘの商品8,420元相当が盗まれた。その後、警察は犯人を逮捕し、犯人
から2,400元を取り戻し、Ｘに返還した。残りの6,000元はすでに犯人に
使われていた。
　【訴訟】ＸはＹを被告として、石河子市人民法院へ訴訟を提起し、Ｙ
との間の保管契約に基づき、Ｙが6,000元の損失を賠償せよと請求した。
　【判旨】民法通則106条33、112条34、民事訴訟法56条２項に従い、ＺはＸ
に6,000元を賠償せよ。ＹはＺの賠償について連帯責任を負え。Ｚに賠
償能力がない場合、ＹはまずＸに賠償し、その後、Ｚに対して求償する
ことができる。Ｚが賠償できる場合、Ｙは賠償責任を負わない。
　Ⅱ二審（新疆生産建設兵団農八師中級人民法院、1998年12月15日判決）
　Ｚは一審判決を不服とし、上訴した。
　〈Ｚの上訴理由〉ＺはＸとの間に契約関係がないため、第三者として
訴訟に参加するべきではない。原審法院の判断は不当である。
　〈Ｘの抗弁〉ＺはＹと警備委託契約を結び、警備員の職務上の怠慢で
Ｘに損失をもたらした。Ｚは損失を賠償しなければならない。
　〈Ｙの抗弁〉Ｚの警備員の職務上の怠慢でＸに損失をもたらした。Ｚ
は損失を賠償しなければならない。Ｙは連帯責任を負うべきではない。
　【判旨】民事訴訟法153条１項１号35に従い、原審判決維持、Ｚの上訴
棄却。
　【判決理由】確かに、ＺとＸとは直接の契約関係がないが、ＺはＹと
警備委託契約を結んだため、ＺはＸの商品が盗まれないよう監視する義
務を有する。ＺはＸの損失を賠償しなければならない。

33 民法通則106条・前掲注17。
34 民法通則112条「当事者の一方が契約に違反した責任の賠償は、別の一方が
これによりうけた損失に相当させるべきである。当事者は契約の中で、一方が
契約に違反したときは、別の一方に対して一定額の違約金を支払うものと約定
することができる。また契約の中で契約に違反して生じた賠償額の計算方法を
約定することもできる。」
35 民事訴訟法153条１項１号・前掲注13。
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　【分析】本件では、そもそもＸはＹとの契約に基づき、損害賠償を求
める訴えを提起したが、法院はＺが賠償責任を負うよう判決した。判決
は、Ｚに賠償能力がない場合、ＹがＸに賠償してから、Ｚに求償できる
とも言及した。仮に、法院がＸの請求に応えて、ＹがＸの損失を賠償す
るという判決を下したとしても、ＹがＺに対して求償訴訟を提起するこ
とは可能であろう。結局、法院は一つの訴訟で現実の紛争と可能性のあ
る紛争を一緒に処理した。事実の認定として、ＹがＸたちの営業者を代
表してＺと警備契約を結んだとも考えられるが、本来なら、ＸがＺに対
して訴えを提起していない限り、Ｚが賠償責任を負うよう判決すること
はできないだろう。しかし、56条２項の下で、以上の判決は下された。

三．契約解除時の補償金の支払いを求める訴訟36

　（天津市寧河県人民法院、1993年10月２日判決）
　原告Ｘ：董恩忠
　被告Ｙ：寧河県董庄郷靳庄村委会
　第三者Ｚ：彭孝利（法院が自らの判断でＺを訴訟に参加させた）
　【事実の概要】1984年４月15日に、ＺはＹ村と土地請負契約を結んで、
契約期間を15年とした。1992年３月16日に、Ｙ村が承知した上で、Ｚが
土地の請負経営権をＸに譲渡し、ＸがＺに6,000元の対価を支払うこと
を、ＺとＸとの間で合意した。1992年８月18日に、当該土地が国家によっ
て収用されることになり、Ｙ村とＸとは請負契約を解約し、ＹがＸに
9,736元の補償金を支払うことで合意した。ところが、Ｙ村の幹部は誤っ
て補償金をＺに渡してしまった。
　【訴訟】1993年７月21日に、ＸはＹを被告として寧河県法院に訴訟を
提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙは9,736元の補償金を支払え。
　〈Ｙの抗弁〉Ｙは最初にＺと土地請負契約を結んだので、補償金をＺ
に支払った。
　〈Ｚの抗弁〉Ｘは土地請負経営権の譲渡に対する対価としての6,000元

36 最高法院応用法学研究所編『法院案例選　1994年第三集』（人民法院出版社、
1995年）101-104頁参照。
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のうち、3,000元をまだ支払っていない。そのため、補償金を受け取った。
　【判旨】民法通則92条37、108条38に従い、①ＺがＸに補償金9,736元を返
還せよ。②ＸはＺに土地経営譲渡対価3,000元を支払え。③判決①と②
を合わせて、ＺはＸに6,736元を返還せよ。
　【判決理由】Ｚはすでに土地の請負経営権をＸに譲渡したため、補償
金を受け取ることは不当利得行為であり、不当利得分をＸに返還すべき
である。ＸはＺへに支払うべき譲渡費3,000元をまだ支払っていないた
め、それを支払わなければならない。
　【分析】本件では、Ｘは土地請負契約解約の際の合意に基づき、Ｙに
補償金の支払いを求める訴訟を提起したが、法院はＸの請求に拘束され
ず、職権でＺを訴訟に参加させ、Ｘ・Ｙ間の訴訟とＹ・Ｚ間およびＺ・
Ｘ間で起こりうる紛争を一緒に処理した。本来なら、Ｘ・Ｙ間の訴訟で、
もし法院がＹに対してＸに補償金を支払えという判決を下した場合、Ｙ
はＺに対して補償金返還求償訴訟を提起することができる。また、Ｚは
Ｘに対して経営権譲渡対価の支払いを求める訴訟を提起することも可能
である。ところが、法院はＸ・Ｙ間の訴訟と関連する紛争を一回で処理
し、ＺがＸに補償金と経営権譲渡対価の差額を支払えと判決した。学説
の「利害関係」に対する解釈からみれば、多数説でも、少数説でも、本
件のＺを訴訟に参加させ、Ｘ・Ｙの訴訟とＹ・Ｚの間で起こりうる求償
紛争については一緒に処理することが認められるが、ＺがＸに経営権譲
渡の対価の支払いを求めるならば、Ｚは別の訴訟を提起し、自らの権利
を主張しなければならないだろう。実務では、「利害関係」がなんなの
かに拘らず、関連する複数の紛争の処理に便利な制度として56条２項が
運用されている。

37 民法通則92条・前掲注16。
38 民法通則108条「債務は完済すべきである。一時的に返済能力がないときは、
債権者の同意あるは人民法院の決定を経て、債務者は分割して返済することが
できる。返済能力がありながら返済を拒み返済しないときは、人民法院の判決
により返済を強制する」



中国民事裁判における独立した請求権のない第三者の訴訟参加（２）

［64］北法61（4・409）1607

図６

四．不法行為による損害賠償を求める訴訟39

　Ⅰ一審（北京市第一中級人民法院、1995年５月18日判決）
　原告Ｘ　アメリカディズニー会社
　被告Ｙ１　北京出版社
　被告Ｙ２　新華書店総店北京発行所
　第三者Ｚ　大世界会社（Ｙ１がＺを被告として訴訟に参加させるよう
申請したが、ＸはＺを被告として訴訟に参加させるべきではないと主張
した。法院はＸの主張に配慮し、Ｚを第三者として訴訟に参加させた）
　訴外Ａ　マイクスウイル会社（1993年７月に倒産）
　【事実の概要】1987年９月に、Ｘはアメリカ出版局でミッキーマウス
キャラクターの著作権を登記し、そして同年11月に、『善良に関する一
冊の本』、『他人を助けることに関する一冊の本』、『勇敢に関する一冊の
本』の著作権登記手続を行った。1987年８月にＸはＡと次のような契約
を結んだ。「ＸはＡにディズニーの漢字出版物を出版する権利を授与す
る。Ａは中国でディズニーキャラクターの本を出版・販売することがで
きる。Ａはこの権利を他人に譲渡することができず、Ｘも他人に授権す
ることができない。契約期間は1987年10月１日から1990年９月30日まで
であり、出版物の販売終了に要する期間は1990年９月30日からの180日
間とする」。
　ＺはＡと世界知識出版社北京宣武諮問部とが共同で出資・経営する会

39 肖建華・『当事人問題研析』、277-284頁、「美国沃尓特・迪斯尼公司与北京出版社、
北京少年児童出版社、新華書店総店北京発行所」http://www.lawyee.net/Case/
Case_Display.asp?RID=25109&KeyWord 参照。
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社である。Ｚの紹介によって、1991年３月にＹ１はＡと「ディズニー中
国語簡体字絵本著作権の譲渡契約」を締結し、「Ｘの授権によりＡはディ
ズニー中国語絵本の専有著作権を有し、この権利をＹ１に譲渡する」と
契約した。同日、Ｙ１とＺとは契約を締結し、「Ｙ１はＺにディズニー
絵本の定稿、製版を委託する。ＺはＹ１へ中国語簡体字カラー版のディ
スクおよびＸの著作権授権書を提供する。契約期間は三年である」とし
た。その後、ＺはＹ１にディズニー絵本のディスクを提供し、ディスク
費用69,750元を受け取り、10,437元の利潤を得た。
　1992年３月に、Ｙ１は北京市出版局へ「ディズニー中国語簡体字絵本
著作権の譲渡契約」を送付し、審査を求めた。Ｙ１がＸの授権書を提出
しなかったため、出版局は登記手続を行わなかった。その後、Ｙ１は出
版局へ登記に行かなかった。
　1991年８月、1992年11月、1993年11月にＹ１は『善良なシンデレラ』、

『白雪姫の新居』など九種類の本を含む『ディズニー道徳物語シリーズ』
を三回出版し、一冊の定価は２元とした。シリーズのキャラクターはＸ
の英語原版と同じで、シリーズの表紙にはミッキーマウスのキャラク
ターがある。
　1991年２月にＹ１はＹ２と契約を締結し、「Ｙ２がシリーズの販売を
一手に引受ける場合、Ｙ１は著作権の頁で『Ｙ２発行』と明記し、Ｙ２
がシリーズの一部分を販売する場合、Ｙ１は著作権の頁で『Ｙ２販売』
と明記する。国外の作品を出版するとき、出版社は著作権者と契約する
ことが必要である。その契約を著作権管理機関へ送付し、許認可の審査、
登記を申請しなければならない。登記マークを取得した後で、Ｙ２は出
版を行う。そうしなければ、出版・発行・販売をめぐる紛争に対して、
出版社は責任を負う」とした。出版されたシリーズの著作権の頁には「Ｙ
２発行」と書いてあるが、事実は「Ｙ１発行、Ｙ２販売」である。
　【訴訟】1994年１月に、ＸはＹ１、Ｙ２を被告として北京市第一中級
法院へ訴えを提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙ１、Ｙ２は本社の許可を得ずにシリーズを発行し、ミッ
キーマウスのキャラクターを複製し、本社の著作権を侵害した。Ｙ１、
Ｙ２はシリーズの出版・発行・販売を停止し、書面で著作権侵害の停止
を保証し、新聞で謝罪し、177万元を賠償せよ。
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　〈Ｙ１の抗弁〉1991年８月に本社が出版したシリーズのキャラクター
について、「簡体字絵本著作権の譲渡契約」よって、使用権を取得した。
本社とＺの契約で、ＺがＸの著作権授権書をＹに提供するとしたが、Ｚ
はそれを提供しなかった。Ｘへの著作権の侵害はＺの行為によりもたら
された結果である。Ｚは被告として訴訟に参加し、Ｘに賠償責任を負う
べきである。
　〈Ｙ２の抗弁〉当社は本を販売する会社であり、本の著作権の合法性
を審査する義務はない。法律や国際条約では、販売会社が著作権侵害の
責任を負うとは規定されていない。当社とＹ１とは「著作権の紛争に対
しては、出版社が責任を負う」と約束した。当社に責任を負わせる根拠
はない。
　〈Ｚの抗弁〉Ｙ１との契約の範囲はディスクの売買と印税の受け取り
の代行に限定されている。この契約は『中美合意メモランダム』発効の
一年前に締結されたものである。その後、Ｙ１はＺになんらかの証明を
求めたことはなかった。Ｚは『中美合意メモランダム』発効後、Ｙ１が
続けてシリーズを出版していたことを知らなかった。Ｚは著作権侵害の
責任を負うべきではない。
　【判旨】著作権法29条40、45条１項５号41、46条１項２号、３号42に従い、
①Ｙ１、Ｙ２は当該シリーズの出版・発行を停止せよ。②Ｙ１は全国で

40 著作権法29条「図書出版社が図書を出版するには著作権者と出版契約を結
び、かつ報酬を支払うべきである。」
41 著作権法45条１項５号「以下に列記する権利侵害項目があるときは、状況
に基づいて、侵害の停止・影響の除去・公開の謝罪・損失の賠償などの民事責
任を負うべきである。（５）著作権者の許諾を経ずに、上演・放送・展覧・発行・
映画撮影・テレビ・録画あるいは翻案・翻訳・注釈・編集などの方式で作品を
使用したとき、本法に別に規定のあるものは除かれる。」
42 著作権法46条１項２号、３号「以下に列記する権利侵害行為があるとき、
状況に基づいて、侵害の停止・影響の除去・公開の謝罪・損失の賠償などの民
事責任を引き受けるべきであり、かつ著作権行政管理部門が不法所得の没収・
罰金などの行政処罰を与えることできる。（２）著作権者の許諾を経ずに、営
利を目的として、その作品を複製発行したとき、（３）他人が専有出版権を享
有する図書を出版したとき。」
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発行する新聞でＸへ謝罪せよ。③Ｙ１はＸに227,094元を賠償せよ。④
ＺはＹ１に90,837元を賠償せよ。⑤Ｘの他の請求を棄却する。
　【法院の制裁決定】①Ｙ１所有の当該シリーズの在庫を没収する。Ｙ
１を5,000元の科料に処す。②Ｙ２の不法利益5,999元を没収する。③Ｚ
の不法利益10,437元を没収する。
　【判決理由】①1992年３月17日に『中美合意メモランダム』が発効し
てから、Ｙ１はシリーズ118,200冊を出版した。自ら発行したのは41,779
冊であり、Ｙ２が発行したのは43,080冊であり、在庫は33,341冊である。
出版コストを差し引くと、Ｙ１の欠損は40,197元である。Ｙ２の発行収
入は62,850元であり、コストを差し引くと、利潤は5,999元である。Ｘは
北京市のある弁護士事務所へ代理費262,602元、香港のある弁護士事務
所へ代理費289,625元、アメリカゲジェ弁護士事務所へ代理費317,332元
を支払い、代理費として総計869,564元を支払った。そして、翻訳費1,280
元、交通費1,216元を支出した。Ｘの85万元印税の賠償請求は、アメリ
カが香港、台湾と締結した著作権貿易合議書によって計算されたもので
ある。中国大陸の経済状況は香港、台湾と異なる。そして、印税は当事
者間の協議で確定されるものであり、法院にとって、参考程度に留める
べきものであるから、判決の根拠とならない。法院はＹ１が出版・発行
したすべての作品の売上総額からコストを差し引き、それに銀行の利息
およびＸが訴訟に支出した費用を加え、Ｙ１の賠償金額を確定した。
　②『中美合意メモランダム』によって、1992年３月17日から、アメリ
カの作品が中国でも保護されることになった。Ｘがミッキーマウスなど
のキャラクターの著作権を有し、Ｘから授権されずにそのキャラクター
を商品として使用することは、Ｘの著作権を侵害する不法行為である。
Ｙ１は不法行為の責任を負うべきである。
　③ＡはＸの授権によって中国でディズニーキャラクターの絵本を出
版・発行する権利を有するが、それを他人に譲渡する権利はない。Ａの
譲渡行為はＸの権利・利益を侵害したと同時に、Ｙ１への詐欺でもある。
Ａが既に倒産し、Ｘもこの会社に訴訟を提起していないため、法院はＡ
の責任を追究しない。
　④Ｙ２はシリーズを販売した。その販売行為は一種類の発行方式とし
て、Ｘの著作権を侵害した。しかし、Ｙ１がＹ２との契約で「著作権の
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紛争に対して、出版社は責任を負う」と定めたため、Ｙ２の賠償責任も
Ｙ１が負う。なお、Ｙ２が不法行為によって取得した不法利益を没収す
る。
　⑤Ｙ１はＺを被告として訴訟に参加させるよう申請したが、ＸがＺを
被告として訴訟に参加させるべきではないと主張したため、不告不理の
原則に従い、法院はＺを被告として訴訟に参加させない。しかし、Ｙ１
の行為はＺと直接の関係があるため、Ｚを独立した請求権のない第三者
として訴訟に参加させる。ＺはＹ１と締結した契約で「ＺがＹ１へＸの
授権書を提供する」としたが、この義務を履行しなかった。また、Ｚは
Ａが投資した会社であり、Ｙ１とＡとの契約を仲介した。よって、Ｚは
不法行為責任の一部を負わなければならない。また、その不法利益を没
収する。
　Ⅱ【二審】（北京市高級人民法院、1995年12月19日判決）
　Ｚは一審判決を不服とし、北京市高級人民法院へ上訴した。上訴理由
は次の通りである。
　ＺがＹ１と契約を締結したのは「中美合意メモランダム」発効前であ
る。一審法院がＺの責任を追究することは不当である。北京市出版局へ

「ディズニー中国語簡体字絵本著作権の譲渡契約」を送付し、審査を求め、
同局に登記を拒否された後、Ｙ１はシリーズの出版・発行が不法行為で
あることを知りつつ、シリーズを出版・発行していた。Ｙ１は不法行為
の責任を全て負わなければならない。
　【判旨】一審判決の第１、２、３、５項を維持する。一審判決の第４
項を無効にし、ＺはＹ１へ45,418元を賠償せよ。
　【判決理由】「中美諒解備忘録」が発効した後、不法行為の発生を防ぐ
ために、ＺはＸの授権書を提供できないことについてＹ１と協議する必
要があった。Ｚの不作為がＹ１の不法行為と直接な関係があるため、Ｚ
は不法行為について一部の責任を負うべきである。しかし、Ｚの賠償額
についての一審判決は不当であり、是正しなければならない。
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図７

　【分析】本件では、Ｙ１が法院に対して、Ｚを被告として訴訟に参加
させるよう申請したが、ＸがＺを被告として訴訟に参加させるべきでは
ないと主張したため、法院は不告不理の原則に配慮して、Ｚを被告では
なく、独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させた。しかし、
一審法院も二審法院もＸの訴えに拘束されず、ＺがＹ１に賠償責任を負
うよう判決した。実際には、ＺがＹ１の被告として扱われていたのであ
る。
　近年、民事裁判では、不告不理を建前としなければならないと主張す
る学説が出て来た。でも実務において、不告不理の原則に配慮しようと
する裁判例が見当たらないのである。本件では、原告が外国企業であり、
Ｚを被告として訴訟参加させるべきではないと主張したため、法院は原
告の主張に配慮して、不告不理の原則に従って、Ｚを被告としなかった
のである。しかし、法院はＺを第三者として訴訟に参加させ、Ｚが民事
責任を負うよう判決することは、不告不理の原則に違反しないと考えて
いる。このような考えに基づき、法院は、どうしでも一つの訴訟で関連
する複数の紛争を処理し、悪い者に対して民事制裁を加え、民事責任を
負うよう判決したい場合に、独立した請求権のない第三者の訴訟参加制
度を運用することになるだろう。

五．小括
　以上、求償型第三者の訴訟参加の事例を検討してきた。実務では、契
約履行請求、契約に基づく損害賠償請求、契約解除の請求、不法行為の
損害賠償請求などの訴訟で、独立した請求権のない第三者の訴訟参加制
度が幅広く利用されている。被告が原告に敗訴し、判決どおりの義務を
原告に履行すれば、それに基づいて第三者に求償・損害賠償その他一定
の請求をなし得る場合、法院は常に職権で第三者を訴訟に参加させ、第
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三者に対して民事責任を負うよう判決し、原告・被告間の紛争と被告・
第三者間で起こりうる紛争を一つの訴訟で処理する。そして、被告は自
らの不利益を避けるために、法院に第三者を訴訟に参加させるよう申請
するケースもある。
　このような場合、独立した請求権のない第三者訴訟参加制度の運用は
被告にメリットがある。本来なら、被告はいったん原告の請求に応じて
から、改めて第三者に求償訴訟を提起することになるだろう。

第二節　「被告型第三者」――おせっかい型

　実務では、原告が被告に対して訴訟を提起したが、法院は被告の責任
を部分的あるいは全面的に否定し、責任を負うべき第三者を訴訟に参加
させる場合がある。いわば原告のために、被告をすげかえるように第三
者を訴訟に引き込む。ここで、このような独立した請求権のない第三者
の訴訟参加のケースをおせっかい型とする。

一．不法行為に基づく損害賠償を求める訴訟43

　（上海市第一中級人民法院、1997年６月２日判決）
　原告Ｘ　陳逸飛
　被告Ｙ１　上海大一包装設計印刷会社
　被告Ｙ２　陳雲龍
　第三者Ｚ１　中国図書輸出入上海会社
　第三者Ｚ２　上海世界図書出版会社
　（法院が自らの判断でＺ１・Ｚ２を訴訟に参加させた）
　【事実の概要】1994年９月に、ＸとＺ１とは、1995年の『陳逸飛油絵
作品選』壁掛け式月別カレンダー 15,000冊を共同で出版・販売すること
にし、「Ｘが原版を提供し、Ｚ１が出版許可の手続を行い、印刷する」
という契約を結んだ。同年９月７日に、Ｚ１はＹ１と以下の「印刷契約」
を結んだ。「印刷物は1995年の『陳逸飛油絵作品選』壁掛け式月別カレ

43 上海市高級法院編『上海法院典型案例叢編』（上海人民出版社、2001年）
722-728頁参照。
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ンダーである。数は15,000冊とする。単価は16.65元である。総額は
249,750元である」。同年９月11日に、Ｚ２はＺ１の要請に応じて、「印
刷委託者はＺ１である。印刷者はＹ１である。書名は1995年の『陳逸飛
油絵作品選』壁掛け式月別カレンダーである。数は5,000冊である」と
いう「印刷委託書」を作成した。Ｚ１はＹ２を通して以上の「印刷契約」
と「印刷委託書」をＹ１に渡した。同年９月、11月、12月にＹ１はＺ１
からカレンダー 19,900冊の印刷費304,250元を受け取った。その中の
124,250元（カレンダー 5,000冊の印刷費）がＺ２を通してＹ１に支払わ
れた。Ｙ１が印刷したカレンダー 19,900冊のうち、14,900冊はＺ１が受
け取った。Ｙ２が残された5,000冊を販売・処分し、得た現金の一部
64,291.80元をＺ１に手渡した。
　【訴訟】1996年９月19日に、ＸはＹ１、Ｙ２を被告として上海市第一
中級法院へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙ１は、Ｘ・Ｚ１間の契約にある15,000冊より5,000冊多
くカレンダーを印刷し、Ｙ２がそれを販売した。Ｙ１、Ｙ２の行為はＸ
の著作権を侵害した。Ｙ１、Ｙ２は侵害を停止し、Ｘの損失22万元を賠
償せよ。
　〈Ｙ１の抗弁〉確かに19,900冊のカレンダーを印刷した。しかし、そ
れは、Ｚ１との「印刷契約」およびＺ１から提供された「印刷委託書」
によって印刷されたものである。よってＹ１は、Ｘの著作権を侵害して
いない。
　〈Ｙ２の抗弁〉5,000冊のカレンダーを多く印刷し、販売したのはＺ１
に承知・許可されたことである。よってＹ２は、Ｘの著作権を侵害して
いない。
　〈Ｚ１の抗弁〉Ｙ１とカレンダー 15,000冊の「印刷契約」を結んだ後、
Ｚ２にカレンダー 5,000冊の「印刷委託書」を作成させ、Ｙ１に渡させた。
そのあと、口頭でカレンダー 10,000冊の印刷をＹ１に委託したが、その
際、印刷委託書を作らなかった。Ｙ１に委託したカレンダーの印刷冊数
は合計15,000冊であり、Ｘの著作権を侵害していない。
　〈Ｚ２の抗弁〉Ｘとカレンダー出版契約を結んでいない。ただＺ１の
要請に応じて、Ｙ１に5,000冊カレンダーの「印刷委託書」を渡しただ
けである。
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　【判旨】著作権法10条１項５号44、46条１項２号45、民法通則67条46に従
い、①Ｙ２、Ｚ１はＸの著作権への侵害を停止する。②Ｘの損失
141,800元は、Ｙ２が40,000元を賠償し、Ｚ１が101,800元を賠償せよ。
Ｚ１はＹ２の賠償について連帯責任を負え。
　【判決理由】Ｙ２は、実際の印刷冊数がＸ、Ｚ１の契約の数と一致し
ていないことを承知した上で、多く印刷されたカレンダーを販売し、Ｘ
の著作権を侵害した。Ｚ１はＸとの契約より多くのカレンダーをＹ１に
印刷させ、Ｘの著作権を侵害したため、主要な賠償責任を負うべきであ
る。Ｙ１はＺ１の委託に従ってカレンダーを印刷しただけであるため、
その行為はＸの著作権の侵害にあたらない。

　　　　　図８

　【分析】本件では、ＸはＹ１、Ｙ２に対して不法行為の損害賠償を求
める訴えを提起した。法院はＺ１、Ｚ２を訴訟に参加させ、Ｙ１の責任

44 著作権法10条１項５号「著作権には以下に列記する人身権と財産権を含む
（５）使用権と報酬獲得権、すなわち複製・上演・放送・展覧・発行・映画製作・
テレビ・ビデオあるいは翻案・翻訳・注釈・編集などの方式で作品を使用する
権利、ならびに他人に上述の方式で作品を使用することを許諾し、あわせてこ
れにより報酬を獲得する権利。」
45 著作権法46条１項２号・前掲注42。
46 民法通則67条「委託された代理の事項が違法であることを知りながら代理
人が依然として代理活動を行ったとき、あるいは代理人の代理行為が違法であ
ることを知りながら被代理人が反対を表示しないときは、被代理人と代理人が
連帯責任を負う。」
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を否定した上で、Ｙ２、Ｚ１が賠償責任を負うよう判決した。本来なら
ば、法院がＸのＹ２に対する請求を認容し、ＸのＹ１に対する請求を棄
却した場合、ＸがあらためてＺ１に対して損害賠償を求める訴えを提起
し、法院はＸの請求を認容するというシナリオが考えられる。ところが、
本件では、法院はＸ・Ｙら間の訴訟とＸ、Ｚ１の間で起こりうる紛争を
併合して審理し、真の不法行為者であるＺ１が民事責任を負うべきであ
ると判断した。法院はＺ２をも訴訟に参加させたが、最終的にＺ２の責
任を否定した。Ｚ２の訴訟参加は法院の事実の認定に必要であったであ
ろう。つまり、法院はまず訴訟に関連するすべての者を訴訟に参加させ、
事実を明らかにし、その上で、本当に悪い者が民事責任を負うよう判決
する。

二．契約に基づく損害賠償を求める訴訟47

（一）貨物運送契約・売買契約の履行をめぐる紛争
　Ⅰ一審（襄樊鉄路運輸法院、日付？）
　原告Ｘ　山西省定襄県宏道鎮議価糧油経銷部
　被告Ｙ　襄樊鉄路分局宜昌駅
　第三者Ｚ１　宜昌市恒通運輸会社、Ｚ２の貨物受取代理人
　第三者Ｚ２　宜昌県油脂会社（一審で訴外）
　（一審で法院が自らの判断でＺ１を訴訟に参加させた。差戻し審で法
院が自らの判断でＺ２を訴訟に参加させた）
　【事実の概要】1997年４月29日に、ＸとＺ２とは「Ｘがトウモロコシ
120トンをＺ２に販売し、Ｙ駅でトウモロコシを引き渡し、Ｚ２が代金
132,000元をＸに支払う」という契約を結んだ。同年５月31日にＸは一
車両分のトウモロコシをＹ駅へ託送した。貨物運送状には荷受人がＺ２
と書いてあり、運送状の荷送人メモ欄に「受取書と引き換えに貨物を交
付する」と明記した。６月14日に、トウモロコシがＹ駅に到着した。６

47 最高人民法院応用法学研究所変『人民法院判例選　2000年第三集』（時事出
版社、2001年）290-297頁、http://www.lawyee.net/Case/Case_Display.asp?RID 
=23760&KeyWord および http://www.lawyee.net/Case/Case_Display.asp?RID 
=26276&KeyWord 参照。
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月15日にＺ１はＺ２との貨物受取代理書のコピーを提示し、Ｙ駅からト
ウモロコシを受け取って、Ｚ２に渡した。６月19日に、Ｘは同じ方法で
二車両分のトウモロコシをＹ駅へ託送した（実際価格は99,000元であり、
貨物運送契約の保証金額は12万元とした）。Ｚ１は同じ方法でトウモロ
コシを受け取って、Ｚ２に渡した。そしてＺ２は貨物受け取り証明書を
Ｚ１に渡した。同年７月２日から８月12日までの間に、Ｚ２はＸにトウ
モロコシの代金35,000元を支払ったが、残りの代金は支払わなかった。
Ｘの問い合わせに対して、Ｙ駅は二回目の貨物が駅に到着しなかったと
返事し、Ｘが持ってきた貨物受取書に捺印して、貨物が到着しなかった
ことを証明した。
　【訴訟】ＸはＹを被告として襄樊鉄路運輸法院へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙは運送保証金額の12万元および他の損失15,000元を賠
償せよ。
　【判旨】Ｚ１はＸに貨物代金99,000元を賠償し、ＹはＸに訴訟費用の
4,220元を支払え。他の請求は棄却する。
　【判決理由】Ｚ１はＹ駅から受け取った貨物をＺ２に渡さず、Ｘに損
失をもたらしたため、主な責任を負わなければならない。運送状に記載
された「受取書と引き換えに貨物を交付する」が運送契約の有効な約款
であり、Ｙは約款の通りに本件貨物を交付しなかったため、過失がある
が、別の方式で本件貨物をＺ２の代理人Ｚ１に交付した。それは正しく
交付したとみなすべきである。Ｘも紛争に対して、ある程度の責任を負
わなければならない。
　Ⅱ二審（鄭州鉄路運輸中級法院、日付？）
　Ｚ１は一審判決を不服とし、「本件貨物はＺ２に渡した。Ｘの請求を
棄却すべきである。Ｚ１は第三者として訴訟に参加させるべきではない」
という理由で、鄭州鉄道運輸中級法院へ上訴した。
　【判旨】原判決破棄、差戻し。
　Ⅲ差し戻し審（襄樊鉄路運輸法院、1998年６月22日判決）
　法院は、一審の訴外Ｚ２を第三者として訴訟に参加させた。理由は次
の通りである。「本件は運送契約に覆い隠された売買契約の紛争であり、
二つの紛争を併合で審理しなければ、紛争を抜本的に解決できない。Ｚ
１はＺ２の代理人であり、被代理人が代理人の代理行為について民事責
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任を負わなければならない。一審がＺ１を第三者として訴訟に参加させ
たことは不当である」。
　【判旨】民法通則43条48、106条１項49、経済契約法６条50、17条３項51、鉄
路法11条52に従い、Ｚ２はＸに90トンのトウモロコシの代金99,000元を
支払え。訴訟費用4,220元は、Ｚ２が2,220元を支払い、ＸとＹがそれぞ
れ1,000元を支払え。
　【判決理由】Ｚ２は貨物を受け取った後、Ｘに代金を支払わなかった
のであるから、主な責任を負わなければならない。ＸはＺ２が貨物を受
け取ったことを承知し、Ｚ２から一部の代金を受け取ったのに、残りの
代金の支払いを求めなかった。Ｙは運送状の約款の通りに貨物を交付し
なかった上、本件貨物を交付した後に、受取書に捺印した。Ｘ、Ｙは本
件紛争に対してある程度の責任を負うべきである。
　Ⅳ再審（鄭州鉄路運輸中級法院）

48 民法通則43条「企業法人はその法定代表者とその他の業務要員の経営活動
に対して、民事責任を引き受ける。」
49 民法通則106条１項「公民・法人が契約に違反しあるいはその他の義務を履
行しないときは、民事責任を引き受けるべきである。」
50 経済契約法６条「経済契約は、法により成立したときは、直ちに法的拘束
力を具え、当事者は契約が規定する義務を全面的に履行しなければならず、い
ずれか一方が勝手に契約を変更あるいは解除することはできない。」
51 経済契約法17条３項「生産物の価格は、各級の物価主管部門の規定する価
格（国家の公定価格・変動価格を含む）に照らして決定する。政策上協議価格
が許可されるものは、価格は当事者が協議し決める。国家の公定価格で実施す
る場合、契約に規定する納入期限内において国家が価格調整をしたときは、納
入時の価格に基づいて建値とする。期限を過ぎて納入し、価格が上がっている
時は、もとの価格に基づき実施する。価格が下がったときは、新しい価格に基
づき実施する。期限を過ぎて貨物を出荷あるいは期限を過ぎて支払い、価格が
上がっている時は、新しい価格に基づき実施する。価格が下がった時は、元の
価格で実施する。変動価格・協議価格で実施するときは、契約に規定する価格
に基づき実施する。」
52 鉄道法11条「鉄道運送契約は鉄道運送企業と旅客・荷送人との間の権利・義
務を明記する取り決めである。旅客の乗車券・手荷物引換券・貨物運送状は契
約の構成部分である。」
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　判決の法的効力が発生した後、Ｘは判決を不服とし、「差戻し審は事
実認定を誤り、強制的にＺ２を第三者として訴訟に参加させた。Ｙは運
送契約の通りに貨物を交付した上、貨物到着の日付を隠したので、主な
責任はＹにある」という理由で、鄭州鉄路運輸中級法院に対して、再審
を請求した53。
　【再審の事実認定】Ｘは貨物運送状の荷送人メモ欄に「受取書と引き
換えに貨物を交付する」と明記したが、貨物運送伝票54の四枚目にそれ
を書かなかった。1997年６月25日に本件貨物がＹ駅に到着し、下ろされ
たとき、Ｘの法定代表人、張世平はその場にいた。その後、張はＺ２会
社へ行きその職員に面会して、Ｚ２が貨物を受け取ったことについて異
議を申し立てなかった。また、貨物運送伝票の三枚目および運送状の荷
送人メモ欄に記載された「受取書と引き換えに貨物を交付する」とはＸ
が事後に書いたものである。
　【判旨】Ｘの再審請求棄却、原判決維持。
　【判決理由】Ｙ駅は貨物を貨物運送伝票に記載された荷受人に交付し
た。それは正しく交付したことであり、鉄道貨物運送規程34条55、鉄道
部645号電報56の規定に適合する。Ｘは荷送人が受取書を荷受人へ送る
べきであることを承知していたのに、それをＺ２に送らなかった。また、

53 判決の「法的効力が発生」および「再審」について、鈴木賢「中国におけ
る民事裁判の正統性に関する一考察」小口彦太編『中国の経済発展と法』（早
稲田大学比較法研究所、1998年）371頁参照。
54 鉄道貨物運送伝票は運送状の副本に相当し、四枚綴りである。一枚目は貨
物を送り出す駅が保存し、統計・管理に使う。二枚目は貨物を送り出す駅が上
級の分局に送る。三枚目は荷送人が運送委託証明書・領収証として持つ。四枚
目は貨物と一緒に運送され、貨物の到着駅に交付される。
55 鉄道貨物運送規程34条「貨物は駅に到着した後、運送状に記載されている
荷受人に交付すべきである。荷受人は貨物を受け取るとき、受取書を提示し、
貨物引換証の四枚目に捺印しなければならない。受取書がまだ到着していない
場合、また無くした場合、機関・企業・団体は証明書類を提出し、個人は身分
証明書を提出しなければならない。」
56 鉄道部645号電報「貨物受取書は荷送人・荷受人が運送契約を変更・解除し、
貨物を受け取るときの証明書である。鉄道貨物運送規程34条の規定によって、
荷送人・荷受人が提出した証明書類は受取書と同じ効力を有する。」
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Ｘは貨物がＺ２に交付されたことを知り、Ｚ２から一部の代金を受け
取っていながら、Ｙ駅へ行き、受取書に捺印を受けた。Ｙは貨物交付の
手続を行っていたとき、貨物運送状に記載されている「受取書と引き換
えに貨物を交付する」を見落とし、貨物を交付した後に、受取書に捺印
した。ＸとＹは本件紛争に対して、ある程度の責任を負うべきである。
Ｚ２はＸにトウモロコシの代金を支払わなかったため、主な責任を負わ
なければならない。原審の事実認定・法律適用は正しい。裁判の手続も
合法である。
　Ⅴ再審（河南省高級法院、2002年11月29日判決）
　Ｘは「貨物運送料金を全額支払った。受取書の記載事項は運送契約の
一部分である。Ｙ駅は貨物を誤って交付したため、貨物紛失の責任を負
わなければならない」という理由で、河南省高級法院に対して、再審を
請求した。
　【判旨】原審判決維持。
　【判決理由】原審の事実認定・法律適用は正しい。
　【分析】判例集の編集者は本件について、次のようにコメントした。「本
件のＺ１、Ｚ２はＸ、Ｙ間の紛争の処理結果と法律上の利害関係を有す
る独立した請求権のない第三者ではない｣。「独立した請求権のない第三
者が民事責任を負う場合ということは、被告の代わりに被告の原告に対
する民事責任を引き受けることである。本件は売買契約について別訴で
処理すべきである」57。
　つまり、コメントは「訴訟結果に利害関係を有する」ことについての
解釈につき、学説の多数説と同じような考え方をとっている。

57 最高人民法院応用法学研究所編・前掲注47、296-297頁。
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図９　一審　　　　　　　　　　　　　　図10　差し戻し審・二回の再審

　本件は、Ｘは、運送契約に基づいて、Ｙに対して運輸紛失賠償を求め
る訴訟を提起したが、法院は一審でＺ１を訴訟に参加させ、Ｚ１が民事
責任を負うよう判決し、差戻し・二回の再審でＺ２を訴訟に参加させ、
Ｚ２が民事責任を負うよう判決した。ＸはどうしてもＹに対して賠償を
請求したいため、Ｚ２を訴訟に参加させたくないのであり、法院がＺ２
を訴訟に参加させることは不当として、再審まで求めた。にもかからず、
法院は断固としてＺ２が売買契約を履行せよと判決した。本来ならば、
法院はＹがＸに賠償責任を負わないと判断したら、Ｘの請求を棄却する
だろう。
　訴訟の経緯からみると、ＸはＺ２に支払い能力がないと考え、Ｙに対
して訴訟を提起したのかもしれない。法院はＸの意思に反して、被告を
すげかえ、強制的にＺ２を訴訟に参加させ、Ｚ２が売買契約を履行せよ
と判決したが、これはＸにとって余計なお世話であろう。
　法院は、「誰が悪いのか」を明らかにしないと、満足できないといえ
よう。
（二）貨物運送契約・保証契約をめぐる紛争58

　Ⅰ一審（上海海事法院1996年？月？日判決）
　原告Ｘ　上海遠洋運輸会社

58 上海市高級人民法院編『上海法院典型案例叢編』（上海人民出版社、2001年）
493-499頁参照。
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　被告Ｙ　上海港宝山港務会社
　第三者Ｚ　中国外運湖北会社（訴訟係属中、法院が原告・被告の申請
に基づき第三者を訴訟に参加させた）
　【事実の概要】1994年６月に、湖北派楽電子設備会社は貨物を武漢市
から上海経由で香港へ託送することを決めた。６月20日に、Ｚは湖北派
楽電子設備会社の委託を受け、Ｙ会社で貨物託送の手続を行った。Ｙは
貨物の包装に破損があることを発見し、船上へ荷積みすることを拒否し
た。Ｚは湖北派楽電子設備会社に連絡せず、自らＹに貨物保証書面を提
出し、「包装破損の原因で貨物の交付に問題が起きたら、Ｚはすべての
責任を負う」と保証した。Ｙは保証書面に「貨物の破損に対していっさ
い責任を負わない」と明記した上で、Ｚと一緒に保証書面を運送人Ｘに
渡した。Ｘはそれを受け取り、貨物を香港へ運送した。貨物が香港に到
着し、破損が発見された。貨物の保険会社は貨物保険金７万ドルを荷受
人に支払った後、Ｘに対して７万ドルを求償した。1995年２月９日、Ｘ
は運輸契約にしたがって、保険会社に７万ドルを賠償した。
　【訴訟】1995年11月にＸはＹを被告として、上海海事法院へ訴えを提
起した。訴訟係属中、まずＹは法院に対してＺを訴訟に参加させるよう
申請した。その後、Ｘも同様に申請した。法院は申請に基づき、Ｚを訴
訟に参加させた。
　〈Ｘの請求〉Ｘは運送人として、Ｙから貨物保証書面を交付され、貨
物の運送を引き受けた。Ｙが貨物保証書面に基づいて賠償責任を負うべ
きであり、７万ドルを賠償せよ。Ｚは訴訟の結果と法律上の関係を有す
るため、訴訟に参加すべきである。
　〈Ｙの抗弁〉Ｚは保証書面で貨物に破損がある場合、Ｚが損害を賠償
すると保証したため、その保証義務を果たすべきである。Ｙは貨物の託
送人ではなく、運送人でもない。そして、Ｙは保証書面に貨物の破損に
対して責任を負わないと明記したため、賠償責任を負うべきではない。
　〈Ｚの抗弁〉Ｘは貨物の包装に問題があることを知りながら、貨物の
運送を拒否しなかった。そのため、Ｘが運送を引き受けた貨物に対して
賠償責任を負うべきである。Ｚは貨物の託送人ではなく、託送人の代わ
りに託送手続を行っていただけである。Ｚは賠償責任を負うべきではな
い。
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　【判旨】民法通則84条59、111条60、112条１項61に従い、①ＺはＸに７万
ドルおよび利息を賠償せよ。②Ｙは賠償責任を負わない。
　【判決理由】保証書面はＺがＹに渡したものである。Ｙは保証書面に「貨
物の破損に対していっさい責任を負わない」と明記した上で、Ｚと一緒
にそれをＸに渡した。そのため、Ｙが賠償責任を負うべきではない。Ｚ
は貨物託送人に連絡せず、自ら保証書面を出したため、賠償責任を負わ
なければならない。Ｘは運輸契約に従い、保険会社に賠償したあと、保
証書面に基づいて、Ｚに求償することができる。
　Ⅱ二審（上海市高級人民法院、1997年？月？日判決）
　Ｚは一審判決を不服とし、上海市高級人民法院へ上訴した。上訴理由
は次の通りである。「Ｚは託送人の代理人として託送手続を行っていた。
Ｚが託送人の同意を得ずにＹに渡した保証書面は法的効力を持たない。
また、保証書面をＹに渡したため、ＸはＺに対して賠償を求めるべきで
はない」
　【判旨】民事訴訟法153条１項１号に従い、原判決維持、上訴棄却。
　【判決理由】本件は保証書面をめぐる紛争である。託送人が保証書面
を出したか、それとも託送人の代理人がそれを出したかを問わずに、運
送人がそれを受け取った時点で、保証契約は結ばれたとみなすべきであ
る。本件では、Ｚが保証書面をＹに渡し、ＹはそれをＸに渡した。運送
人はＸである。Ｚは託送人の代理人として託送人に連絡せず、自ら運輸
契約の保証人となったため、自らの名義で渡した保証書面に記載してあ
る保証責任を負わなければならない。Ｙは保証書面に自分が責任を負わ
ないと明記した。そして、貨物の運送人はＹではなく、Ｘであるため、

59 民法通則84条「債は契約の約定に照らしあるいは法律の規定に従い、当事
者の間に生じる特定の権利と義務の関係である。権利を享有する者が債権者で、
義務を負う者が債務者である。債権者は債務者に契約の約定に照らしてあるい
は法律の規定に従い義務の履行を求める権利を有する。」
60 民法通則111条「当事者の一方が契約義務を履行せずあるいは約定の条件に
符合しない契約義務を履行したときは、他方は履行あるいは救済措置の採用を
要求する権利を有し、あわせて損失の賠償を求める権利を有する。」
61 民法通則112条1項「当事者の一方が契約に違反した賠償責任は、他方がこれ
により受けた損失に相当させるべきである。」
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ＸとＺとは保証書面の法的効力に拘束される。Ｘは運送契約に従い保険
会社に賠償した後に、保証書面に基づきＺに対して求償することができ
る。Ｙは保証書面の法的効力に拘束されないため、賠償責任を負うべき
でない。
　【分析】判例集の編集者は本件について次のようにコメントした。
　「本件では、保証書面を出したのはＺである。しかし、ＸはＹを被告と
して訴訟を提起した。Ｙは自分が責任を負わないという理由で法院に対
してＸの請求を棄却すべきである、と求めることができる。しかし、Ｙ
がＸのために、Ｚを第三者として訴訟に参加させるよう申請して、Ｘに
民事権利を実現させた。このように、Ｘの請求は棄却されず、法律の手
続に合う形で紛争は円満に解決された。ＸがＹに対して訴訟を提起する
のは非常に不利なことであり、訴訟請求が法院に棄却される恐れがある」。
　本件では、一審でＸはＹに対して訴訟を提起したが、ＹはＺを訴訟に
参加させるよう申請し、その後Ｘも同様に申請した。法院はＺを訴訟に
参加させ、民事責任を負うべきものはＹではなく、Ｚであると判断した
上で、Ｚに対して賠償責任を負うよう判決した。二審でも、法院は同じ
ように判断し、原審判決維持の判決を下した。本来なら、法院がＹの責
任を否定し、Ｘの請求を棄却した後、Ｘは改めてＺに対して訴えを提起
することが可能であろう。ところが、独立した請求権のない第三者の訴
訟参加制度の下で、ＸがＺに対して訴訟請求を提起していないにもかか
わらず、ＹおよびＸの、Ｚの訴訟参加申請に基づき、法院はＸのＹに対
する訴訟請求をすべてＺに転嫁し、Ｘ・Ｙ間の訴訟とＸ・Ｚの間で起こ
りうる訴訟を一回で処理した。Ｙは自分の責任をＺに転嫁するために、
Ｚを訴訟に参加させるよう申請したが、結果的にＺの訴訟参加はＸに
とって極めて有利である。Ｘもそれを意識し、その後、Ｚを訴訟に参加
させるよう申請したのかもしれない。判例集の編集者もＺの訴訟参加に
よって、紛争が円満に解決され、しかも法律の手続に違反していないと
考えている。このように、独立した請求権のない第三者の訴訟参加制度
は法院および当事者に、訴訟請求に拘束されずに、一つの訴訟で関連す
る複数の紛争を処理するための手続上の根拠を与えたといえよう。

三．小括
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　以上、おせっかい型の第三者訴訟参加の事例を検討してきた。実務で
は、原告が訴える相手を間違えた場合、法院は時に原告の被告に対する
請求を棄却せずに、職権的に被告をすげかえるように第三者を訴訟に引
き込み、被告の責任を部分的あるいは全面的に否定し、第三者が民事責
任を負うよう判決し、原告・被告間の訴訟と原告・第三者間で起こりう
る紛争を一つの訴訟で処理する。また、原告、もしくは被告が法院に対
して第三者を訴訟に参加させるよう申請する場合もある。
　おせっかい型の第三者訴訟参加は、常に原告に有利にはたらく。本来
なら、原告が敗訴したあと、改めて第三者を被告として別訴を提起する
ことになる。しかし、原告がどうしても第三者を訴えたくない場合、法
院は原告の意思に反し、強制的に第三者が原告に民事責任を負うよう判
決することもある。このような場合、法院のやり方は原告にとってまっ
たく余計なお世話である。なぜ法院がこのような処理方法を採っている
かといえば、やはり法院は、悪い者が民事責任を負うよう判決するまで
決して手を引くまい、と考えていると思われる。

第三節　「被告型第三者」――共同被告型

　ここで、法院は実質的な共同被告として独立した請求権のない第三者
を訴訟に参加させた上で、第三者が連帯責任を負うよう判決するケース
を、共同被告型とする。

一．共同不法行為の連帯賠償責任62

　（北京市第一中級法院、2005年９月22日判決）
　原告Ｘ　張宏光
　被告Ｙ１　深圳康達富文化伝播会社
　被告Ｙ２　南京広播集団
　被告Ｙ３　北京聯盟娯楽伝媒投資会社

62 「張宏光与深圳康達富文化伝播有限公司、南京広播電視集団、北京聯盟娯
楽伝媒投資有限公司」http://www.lawyee.net/Case/Case_Display.asp?RID= 
54578&KeyWord
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　第三者Ｚ　中央テレビ局（法院が自らの判断でＺを訴訟に参加させた）
　【事実の概要】32話ドラマ『香樟樹』はＹ１、Ｙ２、Ｙ３、Ｚが共同
で製作したものである。Ｙ１は同ドラマのプロデューサーを担当してい
た。2004年12月26日から2005年１月10日までの間、同ドラマがＺ局で放
送されていた。ドラマのクレジット・タイトルの曲とバック・ミュージッ
クは、「一路走来」という曲を使用した。「一路走来」はＸが作曲した曲
である。Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、Ｚはドラマで「一路走来」を使用するにあ
たり、Ｘの許諾を取得しなかった。
　【訴訟】2005年３月22日に、ＸはＹ１、Ｙ２、Ｙ３を被告として北京
市第一中級人民法院へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は自分の許諾を経ずに「一路走来」を
使用し、Ｘの著作権を侵害した。Ｘが中国音楽著作権協会の会員である
ことに鑑み、同協会で制定された「音楽作品を使用する際に著作権者へ
の報酬の支払い基準」に従い、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３はＸの16万元の損失お
よび２万元の弁護士費用を賠償せよ。
　〈Ｙ１の抗弁〉ドラマのクレジット・タイトルの曲とバック・ミュージッ
クの製作を北京火星地帯文化発展会社に委託した。北京火星地帯文化発
展会社は「他人の著作権を侵害した場合、すべての責任を負う」ことを
承諾した。そして、音楽著作権協会は非営利的組織であり、同協会で制
定された報酬の支払い規準は、強制的な基準ではない。「一路走来」は
Ｘが十数年前に作曲したものであり、別のドラマで使用されたことも
あったが、当時、Ｘはまだ有名な作曲家ではなかった。そのため、Ｘの
作曲した作品の使用料は、音楽著作権協会で制定された報酬の支払い基
準に従うべきではない。また、Ｙ１はドラマのプロデューサーであるか
ら、ドラマの放送・発行で生じた問題について責任を負うべきではない。
　Ｙ２、Ｙ３は、出廷しなかった。
　〈Ｚの抗弁〉ＸがＺに対して訴えを提起していないため、Ｚは民事責
任を負うべきではない。また、Ｙ１はドラマのプロデューサーであるか
ら、Ｘへの著作権の侵害について、責任を負うべきである。
　【判旨】民事訴訟法56条２項、民法通則130条63、著作権法11条１項64、

63 民法通則130条「複数で共同して権利を侵害し他人に損害を被らせたときは、
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47条２号65、48条66従い、①Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、Ｚは共同でＸに対し損
失および弁護士費用の合計120,500元を賠償せよ。②Ｘの他の訴訟請求
を棄却する。
　【判決理由】民事訴訟法56条２項の規定により、法院は独立した請求
権のない第三者を訴訟に参加させ、第三者が民事責任を負うよう判決す
ることができる。本件では、ドラマを製作したのはＹ１、Ｙ２、Ｙ３、
Ｚである。そのため、法院はＺが本件と利害関係を有すると判断し、職
権でＺを訴訟に参加させ、Ｚが民事責任を負うよう判決した。ＺはＸが
自分に訴えを提起していないという理由で民事責任を負うべきでないと
主張したが、法院はその主張を支持しなかった。
　Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、ＺはＸの許諾を経ずに「一路走来」を使用し、Ｘ
の著作権を侵害したため、Ｘの損失を賠償すべきである。本件では、Ｘ、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、Ｚがいずれも実際の損失、あるいは不法利益の額に
ついて証明しなかったため、法院はドラマの社会的影響、Ｘの作品が使
用された回数などを考慮し、音楽著作権協会で制定された基準を参照し
て、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、Ｚの賠償額を決めた。
　民法通則130条の規定に従い、二人以上で共同して他人の権利を侵害
し、損害をもたらした場合、加害者は連帯責任を負わなければならない。
本件では、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、Ｚが共同でドラマを製作し、Ｘの著作権
を侵害したため、連帯責任を負うべきである。

連帯して責任を引き受けるべきである」。
64 著作権法11条１項「著作権は作者に属するが、本法に別に規定のあるもの
は除かれる。」
65 著作権法47条２号「著作権法以下に列記する権利侵害行為があるときは、
状況に基づいて、侵害の停止・影響の除去・公開の謝罪・損失の賠償などの民
事責任を引き受けるべきである。（２）著作権者の許諾を経ずに、営利を目的
として、その作品を複製発行したとき」。
66 著作権法48条「著作権および著作権に関わり権利を侵害したときは、権利
者の実際の損失を賠償すべきである。実際の損失を計算しにくいときは、権利
侵害者の不法所得に照らして賠償する。賠償額は権利者が侵害行為を制止する
ための合理的支出を含む」。



論　　　説

［85］ 北法61（4・388）1586

　　　　　　　　　図11

　【分析】本件では、ＸがＹ１、Ｙ２、Ｙ３を共同被告として不法行為
損害賠償請求訴訟を提起したところ、法院は、ＺがＹ１らと共同でＸの
著作権を侵害したと判断した上で、Ｚを独立した請求権のない第三者と
して訴訟に参加させ、ＺがＹ１らと共同でＸの損失を賠償せよと判決し
た。すなわち、法院は実際にはＺを共同被告として扱っていたといえよう。
　民事訴訟法53条１項は「当事者の一方あるいは双方が二人以上であり、
その訴訟目的物が共通のもの、あるいは同一種類であり、人民法院が併
合して審理できると認め、かつ当事者の同意を得たときは、共同訴訟と
する」と規定している。そして、119条は「共同で訴訟を行わなければ
ならない当事者が訴訟に参加しないときは、人民法院は通知して訴訟に
参加させるべきである」と規定している。
　学説は一般的に共同訴訟を必要的共同訴訟と通常的共同訴訟に分け、
53条１項の前半、すなわち「訴訟目的物が共通である」場合を必要的共
同訴訟として解釈し、53条２項の後半、すなわち「訴訟目的物が同一種
類」である場合を通常的共同訴訟として解釈している。また、53条１項
と119条を合わせて、必要的共同訴訟の場合、共同原告・共同被告の全
員が訴訟に参加しなければならなず、訴訟に参加しない当事者がいる場
合、人民法院は彼らを訴訟に参加させるべきであると解釈している67。
　1992年７月に最高人民法院が出した「中華人民共和国民事訴訟法の適
用に関する若干問題の意見」は、43条、46条、47条、50条、52条－58条

67 たとえば、江偉編『民事訴訟法』（高等教育出版社・北京大学出版社、2000
年）114頁、常怡編『民事訴訟法学』（中国政法大学出版社、2002年）163-165頁、
譚兵編『民事訴訟法学』（法律出版社、2004年）179頁など参照。
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で必要的共同訴訟について規定した。43条、46条、47条50条、52条－56
条は幾つかの具体的な場合を列挙し、これらの場合、法院が訴訟に参加
していない共同原告・共同被告を訴訟に参加させるべきであると明記し
た。たとえば、53条は債権者が保証人に対して訴訟を提起した場合、法
院は主債務者をも共同被告として訴訟に参加させるべきであると規定
し、また54条は、相続に関わる訴訟で一部の相続人が訴訟を提起した場
合、法院がほかの相続人をも共同原告として訴訟に参加させるべきであ
ると規定した68。そして、57条は「共同訴訟に参加すべき当事者が訴訟
に参加していない場合に、人民法院は民事訴訟法119条の規定に従い、
通知で訴訟に参加させなければならない」と規定した。
　司法解釈は、共同不法行為の場合、すべての不法行為者を共同被告と
して訴訟に参加させなければならないとは明記していないが、学説は一
般的に、不法行為や不当利得の連帯債務者を必要的共同訴訟の当事者で
あると認め、原告が連帯債務者の一人に対して訴訟を提起した場合、す
べての連帯債務者が訴訟に参加しなければならない69と解している。
　実務では、「共同被告」と「独立した請求権のない第三者」とは混用
されている70といわれ、「法院は共同被告として訴訟に参加させるべき
連帯債務者を独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させるケー
スがある」71と指摘されている。
　では、本件では、なぜ法院はＺを共同被告ではなく、独立した請求権
のない第三者として訴訟に参加させたのか。それは民事訴訟法および司
法解釈で、不法行為の連帯賠償責任者を必要的共同被告として訴訟に参

68 司法解釈で規定された必要的共通訴訟の範囲は日本より幅広い。日本では、
共同訴訟を強制する「固有必要的共同訴訟」であっても、裁判所は職権で当事
者を追加することができない。判決内容が共同訴訟人の全員について合一にの
み確定すべき場合に、関係人のうち１人でも欠けば、当事者適格を欠くとして、
訴えは却下されることになる。
69 たとえば章武生編『民事訴訟法原理』（上海人民出版社、2005年）180頁、江偉編・
前掲注67、115-116頁、常怡編・前掲注67、162頁など参照。
70 肖建華・前掲注39、270頁、廖永安「論民事訴訟中無独立請求権的第三人」
湖南省政法管理幹部学院学報17巻３期（2001年）77頁など参照。
71 廖永安・前掲注70、77頁。



論　　　説

［87］ 北法61（4・386）1584

加させるべきであると明記されていないためであろう。仮に法院がＺを
共同被告として訴訟に参加させ、Ｚが民事責任を負うよう判決したとす
ると、Ｚは自分が共同被告として訴訟に参加させるべきではないという
理由で上訴することが可能であろう。その可能性と比較すると、56条２
項に従い、Ｚを独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させるこ
とは、実質的にＺを共同被告として扱い、Ｚが連帯賠償責任を負うよう
判決することができるし、手続上にも何の問題もない。

二．共有財産分割に関わる連帯責任72

　Ⅰ一審（広州市番隅区人民法院、2004年10月24日判決）
　原告Ｘ　梁少霞
　被告Ｙ　梁智棟
　第三者Ｚ　梁少亮（法院は自らの判断でＺを訴訟に参加させた）
　【事実の概要】ＹとＺとは父子であり、広州市番隅区新造鎮北亭村の
村民である。2002年６月19日にＸはＺと結婚し、戸籍を番隅区新造鎮北
亭村に移し、同村の村民としての待遇をうけるようになった。2003年11
月から2004年１月の間に、Ｙは世代主として、同村の村民委員会から国
家土地収用の補償金を受け取った。補償金はＸ、Ｚの分を含む。Ｘの分
は合計35,965元である。2004年６月25日に同村の村民委員会は、Ｘに

「2003年11月から2004年１月までの間に、Ｘは村民としての待遇を受け、
国家土地収用補償金計35,965元を受け取った」という証明書を交付した。
ＸはＹに対して、自分の分の補償金を返還せよと求めたが、Ｙはそれを
返還しなかった。2004年６月16日にＺは広州市番隅区人民法院へＸとの
離婚訴訟を提起した。法院の調停を経て、2004年７月９日に、ＸとＺと
は離婚した。
　【訴訟】2004年７月26日に、ＸはＹを被告として、広州市番隅区人民
法院へ訴訟を提起した。
　〈Ｘの請求〉Ｙは補償金の35,965元および利息を返還せよ。
　〈Ｙの抗弁〉補償金の35,965元はＸ個人ではなく、家庭全員に補償し

72 「梁智棟与梁少霞」http://www.lawyee.net/Case/Case_Display.asp?RID=55026 
& KeyWord
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たものである。Ｘが自分の分を取るには家族の構成員の同意を得なけれ
ばならない。Ｘの分の補償金はすでにＺに渡した。ＺはそれをＸとの共
同生活に使った。
　〈Ｚの抗弁〉自分は独立した請求権のない第三者ではなく、共同原告
として訴訟に参加すべきである。また、2004年の旧正月にＹからＸの分
の補償金を受け取り、夫妻の共同生活に使った。
　【判旨】民法通則92条73、106条74、民事訴訟法56条２項に従い、①Ｙは
Ｘに35,965元の補償金および利息（中国人民銀行が規定する同期同類の
貸付金の利息に基づき計算する）を返還せよ。②ＺはＹの補償金返還に
連帯責任を負え。
　【判決理由】35,965元の補償金は2003年11月から2004年１月の間に補
償されたものであり、ＸとＺとの婚姻存続期間中の夫妻の共同財産であ
る。Ｚも村から同額の補償金をもらった。ＸとＺとは、離婚したとき、
夫妻の共同財産について触れなかった。夫妻共同財産の平等的な分配の
原則75に従い、Ｘは離婚後、自分名義の35,965元の補償金を得る権利を
有する。ＹはＸに補償金を返還しなければならない。Ｚは最初に自分は
独立した請求権のない第三者として訴訟に参加するべきではなく、Ｘの
共同原告としてＹを訴えるべきであると主張し、その後、2004年の旧正
月にＹからＸの分の補償金を受け取り、夫妻の共同生活に使ったと抗弁
した。実は2003年の５月からＸとＹとは別居し始めていた。Ｚは嘘をつ

73 民法通則92条・前掲注16。
74 民法通則106条「公民・法人が契約に違反しあるいはその他の義務を履行し
ないときは、民事責任を引き受けるべきである。公民・法人が故意あるいは過
失によって国家・集団の財産を侵害したとき、他人の財産・人身を侵害したと
きは、民事責任を引き受けるべきである。故意あるいは過失はないが、ただし
法律に民事責任を引き受けるべきであると規定しているときは、民事責任をひ
きうけるべきである。」
75 婚姻法17条「夫妻が婚姻関係の存続期間中に得た以下に列記する財産は、
夫妻の共同所有とする。（１）給料、賞与、（２）生産、経営の収益、（３）知
的財産建から得た収益、（４）相続あるいは贈与によって得た財産、ただし本
法18条（３）の規定したことを除外、（５）そのほかの共同所有に属すべきで
ある財産。」
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き、Ｙと結託してＸの利益を害した。そのため、ＺはＹの補償金返還に
連帯責任を負うべきである。
　Ⅱ二審（広州市中級人民法院、2005年５月13日判決）
　Ｙ、Ｚは一審法院の判決を不服とし、次の理由で上訴した。①Ｙは世
帯主としてＸ、Ｚ共同所有の71,930元を受け取った。②2004年２月前に、
Ｙは以上の71,930元をＺに渡した。Ｚはそれを受け取った後、４万元を
家屋の補修、Ｙの社会保険の購入、Ｘ、Ｙ、Ｚの生活費（Ｘ、Ｚは別居
する前に、Ｙと共同生活をした）としてＹに渡した。そのため、Ｙが補
償金の返還責任を負うべきではない。また、ＺはＹから受け取った補償
金をすべてＸとの共同生活に使ったため、Ｘに返還責任を負うべきでは
ない。
　【判旨】原判決維持、上訴棄却
　【判決理由】35,965元の補償金はＸとＺとの婚姻存続期間中の夫妻の
共同財産である。夫妻共同財産平等分配の原則に従い、離婚した後、Ｘ
は自分名義の補償金35,965元を得る権利を有する。ＹはＺから受け取っ
たＸの分の補償金35,965元を、Ｘに返還すべきである。一審では、Ｚは、
Ｙから受け取ったＸの分の補償金は夫妻の共同生活に使用したと陳述し
たが、証拠を提出できなかった。二審では、ＺはＹから受け取った
71,930元のうち４万元をまたＹに渡し、家屋の補修、Ｙの社会保険の購
入などに使用したと主張したが、それは事実ではない。Ｚは嘘をつき、
Ｙと結託してＸの利益を損害した。ＺはＹの補償金返還に連帯責任を負
うべきである。
　【分析】本件では、ＸはＹを被告として補償金の返還請求を提起したが、
法院は職権でＺを独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させ、
Ｙ・Ｚが補償金返還に連帯責任を負うよう判決した。独立した請求権の
ない第三者と言っても、法院はＺを連帯債務の共同被告として扱ってい
たのであろう。

三．原告・第三者が連帯責任を負うよう判決された事例76

76 「林相貴与中国平安保険股份有限公司」http://www.lawyee.net/Case/Case_
Display.asp?RID=16924&KeyWord=
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　（大連市経済技術開発区人民法院、1999年12月５日判決）
　原告Ｘ　林相貴
　被告Ｙ　中国平安保険会社大連子会社
　第三者Ｚ　湯桂珍（法院が自らの判断でＺを訴訟に参加させた）
　【事実の概要】ＸとＺとは1983年１月29日に結婚し、1999年８月18日
に大連市経済技術開発区法院の調停を経て、離婚した。1996年１月15日
に、ＸはＹ会社の平安長寿保険および付加入院医療保険に加入し、平安
長寿保険の保険料14,740元、付加入院医療保険の保険料260元、合計
15,000元を支払った。保険契約書には次のような内容が記されている。

「保険契約者・被保険者はＸである。保険種類は平安長寿保険であり、
保険金は200,000元であり、保険期限は1996年１月16日から被保険者の
死亡までである。付加保険種類は入院医療保険であり、保険金は4,400
元である。保険料の納付期間は20年であり、年に一回15,000元の保険料
を納付する」。そして、保険契約の６条で「保険契約者が保険契約に記
されている保険料の納付期限内に、保険料を納付しなかった場合、保険
契約は無効となる」と決められた。また、10条で「保険契約者は二回分
の保険料を納付し、保険期間が二年経過した場合、保険会社に対して解
約を申請することができる。保険会社は解約の申請を受けた場合、保険
契約書の規定に従い、解約金を支払う。保険契約者は解約を申請すると
き、保険契約書、解約申請書、保険契約者の身分証明書、そのほかの必
要な証明書類を提出しなければならない」と決められた。1997年１月28
日、1998年２月６日の二回で、X は Y に保険料30,000元を納付したが、
1999年の保険料は納付しなかった。1996年の分を含めて、ＸがＹに納付
した保険料は合計45,000元である。納付手続を行ったのはＺである。保
険期間内に、Ｘが二回入院し、1997年１月27日、1998年７月31日に、Ｙ
はＸに入院医療保険金1,155元および1,456元を支払った。1997年８月７
日に、Ｘは肋膜炎にかかったと嘘をつき、Ｙから入院医療保険金787元
を受け取った。上述の保険金支払い手続はすべてＺがＸの代わりに行っ
た。1999年８月16日に、ＺはＸの保険契約書、「戸口薄」77およびＸの署

77 「戸口」制度は身分制に似た住民登録制度であり、日本の戸籍とは違うもの
であるといわれている。詳しくは木間正道・鈴木賢・高見澤磨・宇田川幸則・
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名のある保険契約解約申請書をＹに提出し、解約手続を行った。同年９
月７日にＹは保険契約書の条項に基づいて、Ｚに29,040元の解約金を支
払った。ＺがＹに提出した解約申請書およびＸの署名はＺが書いたもの
である。
　【訴訟】ＸはＹを被告として大連経済技術開発区人民法院へ訴えを提
起した。
　〈Ｘの請求〉1996年１月16日にＹと保険契約を結んだ。その後、契約
の通りに45,000元の保険料をＹに支払った。ところが今年の保険料を支
払おうとしたとき、Ｙが既に保険契約を解約し、解約金を他人に支払っ
ていたことを知った。そのため、Ｙとの保険契約を解約し、Ｙは保険料
の45,000元および利息を返還せよ。
　〈Ｙの抗弁〉Ｘとの保険契約の解約について、Ｙには過失がない。解
約手続を行ったのはＸの妻のＺである。Ｚがすべての必要な書類を提出
したため、Ｙは解約手続を行い、解約金をＺに支払った。解約金の
29,040元は保険契約に基づいて決められた額である。
　Ｘの45,000元の保険料の返還請求には根拠がない。Ｘの請求を棄却す
べきである。
　〈Ｚの抗弁〉Ｘとは夫妻であった。Ｘの保険契約の加入手続、入院保
険金の手続はすべてＺが代理して行っていた。離婚前に、ＺはＸの委託
を受けて、保険契約の解約手続を行った。ＸはＹを被告として訴訟を提
起すべきではない。
　【判旨】中華人民共和国保険法13条78、14条79、27条１項80、51条１項81、

前掲注７、210、221頁参照。普通は「戸口薄」に家族構成員全員の生年月日、
性別、職業などの個人情報および身分関係が書いてある。「戸口薄」は警察機
関で作られ、それぞれの家族が持つものであり、時には個人の身分証明書とし
て使われる。
78 保険法13条「保険契約が成立したあと、保険契約者が契約に従って保険料
を納付し、保険会社が定められた時間から保険責任を負う。」
79 保険法14条「本法で別の規定がある、あるいは保険契約で定められた場合
以外に、保険契約が成立した後、保険契約者は保険契約を解除することができ
る。」
80 保険法27条１項「被保険者あるいは受益者は保険事故が発生していない場
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56条82、契約法８条83、49条84、60条１項85、91条１項２号86、民法通則84
条87、117条１項88に従い、①Ｘの請求を棄却する。②ＸはＹに対し入院
医療保険金787元および利息を返還せよ。③ＺはＸの返還責任について
連帯責任を負え。
　【判決理由】ＺがＸ・Ｙ間の訴訟の結果と利害関係を有するため、民
事訴訟法56条２項に従い、Ｚを訴訟に参加させるべきである。1996年１
月18日にＸ・Ｙが結んだ保険契約は合法かつ有効である。Ｘは保険契約
に基づき、45,000元の保険料をＹに支払った。Ｙも保険契約に基づき、
Ｘに入院医療保険金を支払った。ところが1997年８月７日にＸは嘘をつ
き、Ｚを通して、Ｙから787元の保険金を受け取った。Ｘ・Ｚは共同で

合に、保険事故が発生したと嘘をついて、保険会社に賠償、あるいは賠償金の
支払いを求めたとき、保険会社は保険契約を解除し、保険料を返還しない権利
を有する。」
81 保険法51条１項「人身保険契約は人の寿命、身体を保険目的物とする保険
契約である。」
82 保険法56条「保険契約が成立した後、保険契約者は保険料を一括払いで納
付することができ、契約の条項にしたがって、分割払いで納付することもでき
る。契約で分割払いが定められた場合に、保険契約者は契約成立の時点で一回
目の保険料を納付し、残った保険料をも期限内に納付すべきである。」
83 契約法８条「法に従って成立した契約は契約の当事者に対して法的拘束力
を有する。当事者は契約で定められた義務を履行すべきであり、かってに契約
を変更・解除してはならない。法律に従って成立した契約は法律の保護を受け
る。」
84 契約法49条「行為者が代理権を有しない、代理権の範囲を超えて、あるい
は代理契約が終了した後、被代理人の名義で結んだ契約は、契約の相手が行為
者に代理権のあることを誤信する理由がある場合に、有効である。」
85 契約法60条１項「当事者は契約で定められた通りに義務を全部履行すべき
である。」
86 契約法91条１項２号「以下に列記する場合に、契約の権利・義務は終了する。

（２）契約解除。」
87 民法通則84条・前掲注59。
88 民法通則117条１項「国家 ･ 集団の財産あるいは他人の財産を不法占拠した
ときは、財産を返還すべきであり、財産を返還できないときは、時価に換算し
て賠償すべきである。」
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保険金を騙し取り、Ｙの権利・利益を侵害したため、Ｙに対し、保険金
および利息の返還について連帯責任を負うべきである。ＹはＸとの間に
結んだ入院医療保険契約を解約する権利を有する。Ｘ・Ｙの婚姻関係存
続期間中の1999年８月16日に、ＺはＸの代わりに保険契約の解約の書類
をＹに提出した。申請書にあるＸの署名はＺの書いたものであったが、
解約に必要な書類はすべて揃っていた。同年８月18日にＸ・Ｚは離婚し
たが、Ｙはそれを知らなかったため、同年９月７日に解約金をＺに支払っ
た。保険契約の締結、保険料の納付、保険金の受け取りはすべてＺがＸ
の代わりに行ったので、ＹはＺがＸの代わりに保険契約の解約の手続を
行うことができると信じており、書類審査の義務をも十分に果たした。
Ｚの行為は、表見代理行為であり、代理権のある行為として取り扱うべ
きであるから、Ｘに対しても効力が生じる。また、Ｙはすでに保険契約
の条項に従って解約金を支払った。Ｙの抗弁を認め、Ｘの訴訟請求を棄
却すべきである。
　【分析】本件では、ＸはＹに対して保険契約の解約および解約金の支
払いを求める訴訟を提起した。法院はＺが訴訟の結果と利害関係を有す
ると判断し、Ｚを独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させた。
そして、ＹがＸに対して反訴請求を提起していないにもかかわらず、法
院はＸのＹへの訴訟請求を棄却した上で、Ｘ・ＺがＹに保険金返還につ
いて連帯責任を負うよう判決した。Ｚは抗弁でＸの主張を否定し、Ｙの
抗弁を支持したが、結局、法院にＹの共同被告としてＸと同等に扱われ
た。

　　　　　　　　図12

　当事者の訴訟請求に拘束されず、以上のような判決を下した裁判官は
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誰が悪いのかを明らかにし、その者が民事責任を負うよう判決すべきで
あると考えているのだろう。

四．小括
　以上、共同被告型第三者の訴訟参加の事例を検討してきた。共同被告
とすべきである者を独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させ
ることに対して、学説には批判の声がある。そもそも、独立した請求権
のない第三者訴訟参加要件としての「訴訟の結果と利害関係を有する」
から判断すれば、連帯債務者を独立した請求権のない第三者とすべきで
はない、とはいえないだろう。一方、92年司法解釈は、法院がいかなる
場合に訴訟に参加していない者を共同当事者として訴訟に参加させるべ
きであるかについて、列挙の形で具体的な条項を設けた。そこでは、連
帯債務者を共同被告として訴訟に参加させるべきであるとは規定されて
いない。よって、以上の事例では、法院は訴訟に参加させるべきである
と思う者を独立した請求権のない第三者として訴訟に参加させ、実際に
は共同被告として扱うことにしたのであろう。
　このことからみると、独立した請求権のない第三者の訴訟参加制度は、
法院にとって、非常に便利な制度であることが分かる。この制度を運用
することにより、一つの訴訟で関連する複数の紛争を解決できるし、手
続違反にもならないからである。

第四節　別訴で処理された事例

一．損害賠償を求める訴訟89

　原告Ｘ１　上海市黄浦区教育局
　原告Ｘ２　上海市商業職業技術学校
　被告Ｙ　上海市第一百貨店
　第三者Ｚ　上海市第二建築工程会社（法院が自らの判断でＺを訴訟に
参加させた）

89 上海市高級法院編『上海法院典型案例選』（上海人民出版社、2001年）95-
102頁参照。
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　【事実の概要】Ｘ１は上海市貴州路101号にあるＸ２の使用しているビ
ルの所有権を有する。六合ビルはＹの所有する建物であり、Ｘ２の使用
しているビルの西側、上海市第一百貨店の東側にある。1995年にＹはＺ
に六合ビルの建設を委託した。同年３月から、Ｚは六合ビル建設の工事
を始めた。1996年から、Ｘ２の使用しているビルには傾斜、ひび割れな
どの問題が起こった。問題の原因を明らかにするために、Ｘ２とＹとは、
上海房屋質検測所に調査を委託した。同所は調査の結果として、「六合
ビルがＸ２の使用しているビルのすぐ隣に位置しているため、Ｘ２の使
用しているビルに問題が起こった。また、Ｘ２の使用しているビルは建
築後年数を経ているため、ビル自身の老化による問題が起こった可能性
もありうる」と認定し、ビルの修繕案を提出した。1996年７月４日に、
上海建築会社はその修繕案に従い、修繕工事には349,264元が必要であ
ると計算した。
　【訴訟】Ｘ１・Ｘ２とＹとはＹの賠償すべき額について合意できなかっ
たため、Ｘ１・Ｘ２はＹを被告として上海市虹口区法院へ訴訟を提起し
た。
　〈Ｘ１・Ｘ２の請求〉六合ビルの建設工事は1995年３月から始まり、
1996年の１月に、Ｘ２の使用しているビルには傾斜、ひび割れなどの問
題が起きた。上海房屋質検測所の調査によると、六合ビルの建設はＸ２
の使用しているビルに損害をもたらした。ＹはＸ２の使用しているビル
の修復費50万元を支払い、損失（修繕工事中、ビル使用停止の損失が一ヶ
月25万元、ビル外観の損失40万元、ビル耐久性損失420万元）を賠償せよ。
　〈Ｙの抗弁〉上海房屋質検則所の調査は、Ｘ２の使用しているビルが、
建築後年数を経ているため、ビル自身の老化により問題が起こった可能
性もありうると認定した。よって、六合ビルの建設がＸ２の使用してい
るビルに問題が起こった唯一の原因ではない。そのため、Ｙは損害につ
いて一部の責任、すなわち50万元の修繕費の30－50％のみを負担する。
Ｘ１・Ｘ２の他の訴訟請求は事実と法律の上の根拠がない。
　〈Ｚの抗弁〉建設工事自体には問題がないため、Ｘ２の使用している
ビルの損害に対して責任を負わない。
　【判旨】ＹはＸ１・Ｘ２にＸ２の使用しているビルの修繕費および他
の損失130万元を賠償せよ。
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　【判決理由】六合ビルの建設は、Ｘ２の使用しているビルに問題が起
こった主な原因である。そのため、ビルの修繕費はＹが負担すべきであ
る。そして、六合ビルの建設がＸ２の使用しているビルの使用年限、外
観に影響をもたらしたため、Ｙはその損失をも賠償すべきである。Ｘ２
の使用しているビルの損害には別の原因もあるため、法院はそれを配慮
した上で、Ｙの賠償額を決めた。また、法院はＺが本件の訴訟結果に利
害関係を有する可能性があると判断し、本件の事実を明らかにするため、
Ｚを独立した請求請求権のない第三者として訴訟に参加させた。しかし、
審理中、Ｚの建設工事自体がＸ２の使用しているビルの損害をもたらし
たことを証明できる証拠は出てこなかった。本件はＸ１・Ｘ２とＹとの
紛争であり、Ｚの責任については、Ｙ・Ｚ間の建設委託契約に関わる問
題であるから、別訴で処理すべきである。
　【分析】本件では、Ｘ１・Ｘ２はＹに対して訴訟を提起したが、法院
は事実を明らかにするために、Ｚを独立した請求権のない第三者として
訴訟に参加させた。結局、法院はＹがＸ１・Ｘ２に賠償責任を負うよう
判決したと同時に、Ｚの責任については別訴で処理するべきであると判
断した。このように判断した理由として二つのことが挙げられた。一つ
はＺの責任について立証する証拠が提出されていないことである。もう
一つはＸがＺに対して訴訟を提起していないため、Ｚの責任については
別訴で処理すべきであると判断されたからである。後者は民事訴訟法56
条２項自体を否定することになるだろう。

　　　　　　　図13
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　Ｚに責任があると証明できる十分な証拠が出た場合、法院はどのよう
に判決しただろう。もし、法院が、ＸがＺに対して訴訟を提起しない限
り、Ｚが責任を負うよう判決できないと考えるなら、証拠がないことに
ついて触れる必要はないのではないだろうか。

二．契約の不履行に起因する違約金を求める訴訟90

　Ⅰ一審（河北省唐山市中級人民法院、1997年４月10日判決）
　原告Ｘ　鶴岡市三江糧油加工場
　被告Ｙ　唐山市石油物資経営会社
　第三者Ｚ１　天津市連合先物取引所
　第三者Ｚ２　天津市蘭徳実業会社
　（一審法院がＹの申請に基づいてＺ１・Ｚ２を訴訟に参加させた）
　【事実の概要】1995年10月８日に、ＹとＺ２とは「国内先物取引業務
委託代理契約」を結んだ。契約は「ＹはＺ２に委託し、国内商品の先物
取引を代理させる。Ｚ２はＹの委託を引受け、Ｚ１取引所でＹの代わり
に先物取引を行う。取引についてＹは書面でＺ２に指示を与える。Ｚ１
取引所および政府の法律、法規の変更によって引き起こされた損失に対
して、Ｚ２は責任を負わない」と決めた。Ｚ２はＺ１取引所の会員であ
る。
　1995年11月20日から同年12月29日までの間に、Ｚ２はＹの代わりにＺ
１に対して1996年３月にＺ１取引所で6,000トンの小豆を先物取引の形
で売却することを申請した。Ｚ１はその申請に同意した上で、6,000ト
ンの小豆をＺ１取引所の先物取引用の倉庫に入れることを許可し、許可
通知書をＺ２に渡した。
　1995年11月28日および1996年１月８日に、ＹはＸと小豆売買契約を結
んだ。契約は「ＸはＹに宝清マークの小豆1,300トンを提供し、その単
価は3,000元とする。また、ＸはＹに普通の小豆3,200トンを提供し、そ
の単価は3,000元とする。二種類の小豆の代金は合計1,415万元である。
契約を結んだ後、ＹはＸに前金200万元を支払う。Ｘは期限内にＹに小

90 「鶴岡市三江糧油加工厂与唐山市石油物資経営公司」http://www.lawyee.
net/Case/Case_Display.asp?RID=23752&KeyWord=
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豆を提供できなかった場合、小豆の代金1,415万元の30％を違約金とし
て Y に支払う。Ｙは期限内に代金をＸに支払わなかった場合、小豆の
代金1,415万元の30％を違約金としてＸに支払う。二種類の小豆の引渡
し日は1996年２月５日と同年２月20日である」と決めた。1995年11月28
日、1996年１月８日の二回で、ＹはＸに前金200万元を支払った。1996
年１月５日、同年１月22日に、Ｘは300トンの小豆をＹの指定した場所
へ託送した。
　1995年12月22日から1996年１月17日までの間に、Ｚ２はＹの代理とし
てＺ１取引所で先物取引の形で小豆2,724トンを売却し、代金合計は
13,873,332元となり、Ｚ１に保証金817,881元、手続料27,240元を支払った。
1996年１月19日に、Ｚ１は先物取引規則を改正し、取引を制限すること
を公告し、Ｚ２に渡した先物取引用小豆の倉庫使用の許可通知書を無効
にした。そのため、Ｙはすでに先物取引の形で売却した小豆を再度高値
で購入し、売却・購入の差額の損失が合計7,078,204元となった。1996年
１月21日、ＹはＸに電話をして、小豆をＺ１取引所の先物取引用の倉庫
に入れられないため、託送しないよう求めた。そして1996年３月30日に、
Ｙは小豆売買契約を履行できないという理由で、Ｘに契約の解除を求め
た。ＸとＹとは契約の解除について合意できなかった。
　【訴訟】ＸはＹを被告として唐山市中級人民法院へ訴訟を提起した。
訴訟係属中、Ｙが法院にＺ１、Ｚ２を訴訟に参加させるよう申請し、法
院はＹの申請に基づき、Ｚ１・Ｚ２に訴訟に参加するよう通知した。
　〈Ｘの請求〉Ｙは違約金424万元を支払い、Ｘのほかの損失を賠償せよ。
　〈Ｙの抗弁〉Ｚ１の先物取引に対する制限が、ＹがＸとの契約を履行
できない原因である。Ｚ１の先物取引に対する制限はＹにも損失をもた
らした。Ｚ１がＸ、Ｙのすべての損失を賠償すべきである。
　〈Ｚ１の抗弁〉ＸとＹはＺ１取引所の会員ではない。また、ＸとＹは
Ｚ１取引所で先物取引を行うための登録をもしなかった。法院がＺ１を
本件と利害関係を有する第三者として訴訟に参加させるのは、民事訴訟
法56条の規定に違反する。
　Ｚ２は出廷しなかった。
　【判旨】民事訴訟法56条、120条91、民法通則106条92、農産物売買契約
条例18条１項93に従い、①Ｚ１はＹに保証金817,881元の２倍に相当する
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16,355,762元を返還せよ（すでに817,881元を返還した）。Ｚ１はＹに損
失14,849,432元を賠償せよ（ＹがＸに支払った前金200万元、Ｘの契約違
約金3,275,000元、小豆売却・購入の差額7,078,204元、利息1,818,870元、
その他の損失677,358元）。②ＹはＸに違約金3,275,000元を支払え。③Ｘ
はＹに前金200万元を返還しない。④Ｚ２は民事責任を負わない。
　【判決理由】ＹはＸと売買契約を結んだが、契約を履行できなかった
ため、Ｘに違約金を支払うべきである。しかし、契約で決められた違約
金が農産物売買契約条例の規定を超過しているため、超過部分の違約金
については、Ｙは支払うべきではない。農産物売買契約条例で違約金が
商品代金の25％であると規定されているため、それに従い、ＹはＸに
3,275,000元の違約金を支払うべきである。そして、ＸはＹから支払われ
た200万元の前金をＹに返還すべきではない。また、Ｙの違約の原因は
すべてＺ１にあるため、Ｚ１はＹの違約について責任を負い、Ｙの損失
をも賠償すべきである。
　Ⅱ二審（河北省高級人民法院、1998年11月15日判決）
　Ｚ１は一審判決を不服とし、河北省高級人民法院へ上訴した。上訴理
由は次の通りである。「Ｚ１はＸ・Ｙ間の小豆の売買契約と法律上の利
害関係がないため、一審法院がＺ１を第三者として訴訟に参加させたの
は、法律の規定に違反する。一審法院は原告の訴訟請求と関係のないＹ・
Ｚ１間の紛争を審理し、Ｚ１がＹに1,200万元以上の損失を賠償せよと
判決した。一審法院の判決は法律上の根拠がない」。
　〈Ｙの抗弁〉Ｚ１は小豆を先物取引の倉庫に入れることを拒否した。
そのため、ＹはＸとの契約を履行できなかった。一審判決を維持すべき
である。

91 民事訴訟法120条「人民法院の民事事件の審理は、国家に秘密・個人のプラ
イバシーに関わりあるいは法律が別に規定するものを除き、公開で行うべきで
ある。離婚事件、商業秘密に関わる事件で、当事者が非公開の審理を申請した
とき、非公開で審理することができる。」
92 民法通則106条・前掲注17。
93 農産物売買契約条例18条１項「契約を履行せず、商品を返却する場合に、
契約の相手に商品代金の25％の違約金を支払うべきである。別の損失をもたら
した場合に、実際の状況に基づいて損失を賠償すべきである。」
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　【判旨】民事訴訟法153条１項１号94、３号95に従って、原審判決の①と
④を破棄、原審判決の②と③を維持。
　【判決理由】ＸはＹとの小豆売買契約に基づき、Ｙに対して訴訟を提
起した。Ｙは契約の不履行について責任を負うべきである。Ｘ・Ｙ間の
訴訟とＹ・Ｚ１・Ｚ２間の紛争とは直接的な関わりがない。法院はＸの
訴訟請求に基づいて審理を行うべきであり、Ｘ・Ｙ間の訴訟範囲を超え
てはならない。そのため、Ｙ・Ｚ１・Ｚ２間の紛争は別訴で処理しなけ
ればならない。原審判決はＺ１が責任を負うよう判決し、ＸのＹへの訴
訟請求の範囲をはるかに超えた。原審判決におけるＺ１の責任に関する
部分は破棄すべきである。
　【分析】本件では、ＸはＹとの売買契約に基づき、Ｙに対して契約不
履行の違約金を支払えと請求した。ＹはＸとの契約を履行できない原因
がＺ１にあるという理由で、一審法院に対して、Ｚ１、Ｚ２を訴訟に参
加させるよう申請した。一審法院はＺ１、Ｚ２を訴訟に参加させた上で、
Ｚ１がＹの損失（ＹのＸへ支払う違約金をも含む）を賠償し、ＹがＸに
違約金を支払え、と判決した。Ｚ１が上訴した後、法院はＺ１の上訴理
由を認め、Ｘ・Ｙ間の訴訟とＹ・Ｚ１・Ｚ２間の紛争とは直接的な関わ
りがない、また審理の範囲がＸ・Ｙの訴訟範囲を超えてはならないと考
え、一審法院がＹ・Ｚ１間の紛争を処理すべきではないと判断した上で、
一審判決におけるＺ１の責任に関する部分を破棄した。
　ここで、二審法院はＹ・Ｚ１・Ｚ２間の紛争を別訴で処理すべきであ
る理由として、二つのことを挙げた。一つはＸ・Ｙ間の訴訟とＹ・Ｚ１・
Ｚ２間の紛争とは直接的な関わりがないことである。もう一つは審理が
X の訴訟請求に拘束されるべきであるということである。前者について
みると、二審法院は56条２項および94年の司法解釈に従い、Ｚ１、Ｚ２
がＸ・Ｙ間の訴訟結果と直接な関わりがないと判断したようである。後

94 民事訴訟法153条１項１号・前掲注13。
95 民事訴訟法153条１項３号「原判決の認定事実に誤りがある、あるいは原判
決の認定事実が不明白であり、証拠が不足なときは、原判決を破棄する決定し、
原審人民法院に差戻し再審理させ、あるいは事実を調べて明らかにした後判決
を是正する。」
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者についてみると、二審法院はそもそも56条２項の規定自体を否定して
いると考えられる。そうすると、二つの理由は両立しえないことになる
だろう。結局、二審法院がどちらの立場に立って以上の判決を下したの
かは、不明である。

三．小括
　以上、被告・第三者間の紛争について別訴で処理すべきであると判決
された二つの事例を検討してきた。二つの事例は、仮に、原告・被告間
の訴訟と被告・第三者間の紛争を一緒に処理することにされたとしたら、
求償型第三者の訴訟参加に属すだろう。求償型第三者の訴訟参加は、学
説の解釈の多数説でも、少数説でも認められ、実務では幅広く運用され
ている。なぜ法院が以上のように判断したかについては、判決理由で説
明された。しかし、その理由には矛盾点がある。法院が56条２項自体を
否定しているのか、それとも、以上の事件の場合には56条２項を適用す
べきではないと判断したのか、また第三者に責任があるかどうかを判断
できなかったのかは不明である。
　前述のように、民事訴訟法は当事者の処分権をいろいろな形で制限し
ている。このような制度の下で、原告が第三者を訴えていない限り、第
三者に対して民事責任を負わせる判決ができないという法院の判断は評
価すべきであると考えられる。しかし、以上の事例から、実務において
56条２項自体を否定する動きが出てきたと結論を下すことは難しいであ
ろう。


